
令和5年５月

桑 名 市
KUWANA CITY 資料１－１

桑名市地域包括ケア計画の進捗状況
及び実績評価(令和４年度・案)

1



目 次

Ⅰ.計画の点検・評価 ・・・Ｐ 3

Ⅱ.計画の基本理念 ・・・Ｐ 6

Ⅲ.計画の評価手法について ・・・Ｐ 8

Ⅳ.計画の重点事項に係る施策・事業の実施状況

及び評価 ・・・Ｐ12
重点事項１ 共に支え合う地域づくり ・・・Ｐ14

重点事項２ 多職種の協働・連携 ・・・Ｐ38

重点事項３ 多機能施設の地域展開 ・・・Ｐ66

重点事項４ 地域共生社会の実現 ・・・Ｐ71

Ⅴ.各施策・事業における評価結果のまとめ・・・Ｐ76

Ⅵ.計画のアウトプット評価及びアウトカム評価

・・・Ｐ85

２



桑 名 市
KUWANA CITY

Ⅰ.計画の点検・評価

桑名市地域包括ケア計画の進捗状況
及び実績評価（令和４年度・案）
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計画の点検・評価について

計画の進捗状況の点検・評価

○ 「桑名市地域包括ケア計画」の実行性を高め、目標を達成していくためには、計画の進捗状況を
把握し、評価することによって次の活動へ反映させていくことが重要。

○ 外部評価として「桑名市地域包括ケアシステム推進協議会」において、本計画に基づいて行われ
る取り組みが着実に進められているか評価いただき、その評価結果を取り組みに反映させることに
よって、より実効性のある計画とします。

介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するための基本的な指針（令和３年厚生労働省告示第29号）（抄）

第二 市町村介護保険事業計画の作成に関する事項
一 市町村介護保険事業計画の作成に関する基本的事項
５ 目標の達成状況の点検、調査及び評価等並びに公表

市町村介護保険事業計画については、各年度において、その達成状況を点検し、その結果に基づいて対策を実施することが重要である。
この場合においては、地域における日常生活の継続の状況、在宅と施設のサービスの量の均衡等の市町村介護保険事業計画の達成状況を

分析し、かつ、評価するための項目を設定する等の工夫を図ることが重要である。
このため、平成29年の法改正では、市町村は、各年度において、市町村介護保険事業計画に、被保険者の地域における自立した日常生活

の支援、要介護状態等となることの予防又は要介護状態等の軽減若しくは悪化の防止及び介護給付の適正化に関し、市町村が取り組むべき
施策に関する事項及び当該施策に掲げる目標に関する事項を記載するとともに、施策の実施状況及び目標の達成状況に関する調査及び分析
をし、市町村介護保険事業計画の実績に関する評価を行い、当該評価の結果について公表するよう努めることが定められた。
なお、評価を実施するに当たっては、保険者機能強化推進交付金等の評価結果を活用することが可能である。
こうした評価を踏まえて、必要があると認められるときは、次期市町村介護保険事業計画に反映するなど必要な措置を講ずることが重要

である。
なお、要支援者等に対するサービス提供について、市町村が計画期間中の取組、費用等の結果について検証し、第８期以降の計画につな

げていくこと、具体的には、ガイドライン（※）を参考にしながら、関係者間で議論しつつ、評価し、結果を共有していくことが重要である。

（※）介護予防・日常生活支援総合事業のガイドライン
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計画の進行管理の流れ

PLAN DO CHECK ACTION
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桑 名 市
KUWANA CITY

Ⅱ .計画の基本理念
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桑名市地域包括ケア計画の進捗状況
及び実績評価（令和４年度・案）



計画の基本理念 【計画書Ｐ．１０～１３】
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桑 名 市
KUWANA CITY

Ⅲ . 計 画 の 評 価 手 法 に つ い て

８

桑名市地域包括ケア計画の進捗状況
及び実績評価（令和４年度・案）



評価手法のイメージ

施策・事業を推進した結果、市民や
地域等に対してどのような効果・成果
が上がったかという観点から指標を設
定して、評価を行います。
（計画期間終了後に評価を実施）

計画のアウトカム評価

２つの評価の視点

自己評価（桑名市）

桑名市は、各事業等ごとに目標の
達成状況や評価指標の実績状況等を
考慮し、所定の評価基準に基づいて
自己評価を実施します。

計画において位置づけた４つの重点
事項に係る施策・事業について、それ
ぞれの取組み状況に応じて評価する、
いわゆるアウトプット評価を実施しま
す。（毎年度の評価）

計画の重点事項に係る施策・事業の評価

外部評価（桑名市地域包括ケアシス
テム推進協議会）

桑名市地域包括ケアシステム推進
協議会は、桑名市が実施した自己評
価について精査し、協議の上、外部
評価として意見を付します。

それぞれの評価指標に基づいて、
自己評価及び外部評価を行います。
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評価の基準について①

評 価 評 価 基 準

◎
十分に
できて
いる

2022(令和４)年度の取組み状況について、十分に評価できるものであった場合な
ど。

（例）・数値目標をおおむね達成（９０％以上達成）した。
・取組み内容が他の自治体と比して先駆的に行われている。 など

○
ある程
度でき
ている

2022(令和４)年度の取組み状況について、業務が予定どおり遂行できた場合など。

（例）・数値目標を一部達成できなかった（６０％以上９０％未満達成）。
・取組み状況が、その方向性にしたがって予定どおり遂行できた。
など

△
あまり
できて
いない

2022(令和４)年度の取組み状況について、何らかの理由により業務が予定どおり
遂行できなかった場合など。

（例）・数値目標を一部達成できなかった（３０％以上６０％未満達成）。
・何らかの理由により業務が一部遂行できなかった。 など

× できて
いない

2022(令和４)年度の取組み状況について、何らかの理由により業務がほとんど遂
行できなかった場合など。

（例）・数値目標がほとんど達成できなかった（３０％未満達成）。
・何らかの理由により業務がほとんど遂行できなかった。 など

施策・事業に関する評価基準
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評価の基準について②

評 価 評 価 基 準

◎
十分に
成果が
出ている

計画期間内の取組みの結果、市民や地域等に対して十分に成果が出ている
と評価できる場合。
（例）・2021(令和３)年度・2022(令和４)年度と比較して、ほとんどの

指標で成果（全体の90％以上の指標で成果）が出ている。

○
ある程度
成果が
出ている

計画期間内の取組みの結果、市民や地域等に対してある程度成果が出てい
ると評価できる場合。
（例）・2021(令和３)年度・2022(令和４)年度と比較して、一部の指標

で成果が出なかった。（全体の60%以上90％未満の指標で成果）

△

あまり
成果が
出ていな
い

計画期間内の取組みの結果、市民や地域等に対してあまり成果が出ていな
いと評価できる場合。
（例）・2021(令和３)年度・2022(令和４)年度と比較して、一部の指標

で成果が出なかった。（全体の30%以上60％未満の指標で成果）

×

全く
成果が
出ていな
い

計画期間内の取組みの結果、市民や地域等に対して全く成果が出ていない、
または悪化した等と評価できる場合。
（例）・2021(令和３)年度・2022(令和４)年度と比較して、ほとんどの

指標で成果が出ていない。（全体の30%未満の指標で成果）

計画のアウトカム評価に関する基準
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桑 名 市
KUWANA CITY

Ⅳ. 計画の重点事項に係る

桑名市地域包括ケア計画の進捗状況
及び実績評価（令和４年度・案）

施策・事業の実施状況及び評価
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○○○○○○○○○○○○
（■■■■■）【計画書Ｐ．▲▲～▲▲】

実施に関する基本的な方針

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。

タイトル（施策・事業名）

計画書の掲載ページ

担当部署

計画書の内容をもとに基本的な方針を記載

○・・・・・・・・・・・・・・・・・・。

○・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。

評価の結果

○・・・・・・・・・・・・・・・・・・。

○・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。

評価指標

方向性
2021
年度

2022
年度

2023
年度

・・・・・
・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・。

※計画に「量の見込み」（計画値）があるものは、
その数値を併記。

※上記以外のものは、「方向性」を矢印記号で表示。
※表中の数値は、年度途中の段階では「－」と表示。

評 価 シ ー ト の 構 成

評価基準はP.10を参照。
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◎ ○ △ ×

【課題点及び今後の対応】
○ ・・・。

2022(令和４)年度の目標・方向性 2022(令和４)年度の取り組み実績



桑 名 市
KUWANA CITY

共に支え合う地域づくり

重点事項.１

桑名市地域包括ケア計画の進捗状況
及び実績評価（令和４年度・案）
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【重点事項.１】共に支え合う地域づくり

15

住み慣れた地域で自分らしい暮らしを行うためには、専門職による専門的なサービスと日常生活を送る上での「セルフ
マネジメント」を通じた健康増進や「通いの場」への参加等、様々な社会参画の促進による介護予防等が一体的に行われ
ることが重要です。
このため、

○ 保健センター、地域包括支援センター等に配置された保健・福祉専門職等は、自らサービスを提供する「プレー
ヤー」から、地域住民による自発的な活動や参加を働きかける「マネージャー」へと役割を転換しなければなりません。

○ また、地域づくりを推進するため、第７期計画において実施していた「介護予防・日常生活支援総合事業」、「生活
支援体制整備事業」の事業実績を踏まえ、更に地域の実情に即した事業展開を図っていきます。

【計画書Ｐ．１４】



介護予防・日常生活支援総合事業

16

平成２６年６月、「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律」（医療

介護総合確保推進法）により、介護保険法が改正され、地域支援事業の見直しが行われました。

これにより、すべての市町村は平成２９年４月までに「介護予防・日常生活支援総合事業」を開始することとなりました。

総合事業は、訪問型・通所型サービス等の「介護予防・生活支援サービス事業」（要支援者と要支援者に相当する状態の

人が対象）と介護予防に資する地域づくりを推進する「一般介護予防事業」（すべての高齢者が対象）で構成されています。

桑名市では、全国に先駆けて、平成２７年度から、「介護予防・日常生活支援総合事業」を実施しています。

第８期では、これまでの事業展開の課題点を整理し、事業の枠組みを再編成しながら各事業の改善を図り、介護予防に資

するサービスを提供していきます。

【計画書Ｐ．１１5～１５０】



介護予防・生活支援サービス事業（通所型サービスA）
（介護高齢課）
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【計画書Ｐ．１１８、１２０～１２２】

実施に関する基本的な方針

要支援認定者の通所型サービスについて第7期事業計画では全国一律の基準による通所介護相当サービスを展開
していましたが、桑名市の実情に合わせて桑名市独自の基準を設けられる通所型サービスAに移行します。
通所型サービスAでは自立支援・重度化防止の取組みを進めていく上で事業所の資質向上の取組みを推進するほ

か、事業所が高齢者の社会参加と役割創出の視点を持ち利用者の支援を行うことができるような仕組み作りを検
討します。
また桑名市においては、要介護1及び要介護2の認定者が増加傾向にあり、認知症状により介護を要する高齢者

が増えていることから認知症に対する早期の支援としての取組みを強化します。

○ 事業所同士が連携し資質向上に向けた研修や取組み
を行うことができるよう支援します。

○ 高齢者の社会参加の取組みや認知症高齢者を支える
取組みについての周知啓発を進め、事業所と意見交換
を行います。

評価指標（計画の「量の見込み」） 評価結果

2022(令和４)年度の目標・方向性 2022(令和４)年度の取り組み実績

区分
2021年度 2022年度 2023年度

計画 実績 計画 実績 計画 実績

延べ利用者数
（人／年）

4,150 3,694 4,102 4,633 4,049

事業費
（千円／年）

116,200 94,580 115,266 114,815 114,181

※各年度の実績については、当該年３月～翌２月実績分。

○ 多数の事業所が連携し、合同研修の実施に繋げることが
できました。またその研修も、より専門性の高い内容で実
施されました。

○ 生活支援コーディネーターと介護事業所の繋がりを生む
ことができ、介護事業所に地域社会における高齢者支援の
視点を持っていただくきっかけづくりを実施しました。

【課題点及び今後の対応】
〇 コロナウイルス感染症による利用控えの影響は落ち着き利用者は増加
しました。引き続き、高齢者の社会参加等に向けてより良いサービスが
提供できる体制となるよう事業所と連携していきます。

○ 高齢者の社会参加や役割創出について理念の共有を図ることができた
ため、今後は具体的な取り組みに繋げることができるよう支援していき
ます。

◎ ○ △ ×



介護予防・生活支援サービス事業（くらしいきいき教室）
（介護予防支援室、介護高齢課）
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【計画書Ｐ．１２３～１２６】

実施に関する基本的な方針

生活機能の向上を実現するためには、通所型サービスを提供することにより、「心身機能」を改善するとともに、訪問型サービス
を提供することにより、「活動」や「参加」を促進することが効果的であるものと考えられます。
認知症対応型通所介護等に係る指定地域密着型サービス事業者の指定又は通所介護等に係る指定居宅サービス事業者の指定を受け

たものにおいて、運動、栄養、口腔、認知等に関するリスクを抱える高齢者を対象として、リハビリテーション専門職がアセスメン
ト及びモニタリングに関与しながら、医療・介護専門職等が、
①送迎を伴う通所による機能回復訓練等、②訪問による生活環境調整等
を組み合わせて一体的に提供する「短期集中予防サービス」（「くらしいきいき教室」）を、生活機能の向上を実現するための中核
的なサービスとし、適切な支援へつなげます。

○ 通所サービスを新規に利用する際には、最初に利用する
ことを推奨します。

○ 事業所の全体的な資質向上に向けた、事業所連絡協議会
を創設し、協議会による研修会の開催支援を、事業所等関
係機関と意見交換しながら検討します。

評価指標（計画の「量の見込み」） 評価結果

2022(令和４)年度の目標・方向性 2022(令和４)年度の取り組み実績

区分
2021年度 2022年度 2023年度

計画 実績 計画 実績 計画 実績

延べ利用者数
（人／年）

605 360 610 550 615

事業費
（千円／年）

19,000 10,329 19,157 14,651 19,314

※各年度の実績については、当該年３月～翌２月実績分。

○ 新規通所サービス利用時の利用推奨により、新規通所サービス利用

時、約35％の方にご利用いただきました。
○ 短期集中サービスの利用促進及び短期集中サービス事業所の交流の
ため、CM向けの事例報告会・交流会をハイブリッドにて開催しまし
た。

○ 通所Aにおける事業所合同研修会において、くらしいきいき教室の
事業所が中心となり、事業所の全体的な資質向上に向け、より専門
性の高い内容で実施されました。

【課題点及び今後の対応】
〇 コロナウイルス感染症による利用控えの影響は落ち着き、くらしいきいき
教室の利用者は増加しましたが、一方で、外出控えや閉じこもりによるフレ
イル高齢者の増加が予測され、新規の要介護認定者数は増加しています。生
活機能向上に向けて、より積極的にくらしいきいき教室の利用を、ＣＭや市
民などに向けて周知していきます。

○ 事業の更なる充実や、事業所全体の資質向上に向けた事業所連絡協会の創
設に向けて、通所Aの事業所合同研修会も考慮しながら進めていきます。

◎ ○ △ ×



介護予防・生活支援サービス事業（栄養いきいき訪問）
（保健医療課、介護予防支援室）

19

【計画書Ｐ．１２３～１２４、１２６～１２７】

区分
2021年度 2022年度 2023年度

計画 実績 計画 実績 計画 実績

利用者数
（人／年）

12 8 15 6 18

事業費
（千円／年）

70 39 90 29 110

実施に関する基本的な方針

栄養に関してリスクを抱える高齢者に対して、生活機能の維持及び向上を図り、要介護状態等となることの予防はもち
ろん、楽しみや生きがいである「食べること」を通じて、低栄養予防及び低栄養の早期改善並びに生活の質の向上を支援
することを目的とします。
三重県地域活動栄養士連絡協議会桑名支部に委託し、栄養に関するリスクを抱える高齢者であって、訪問栄養食事指導

を利用する必要があるものを対象として、管理栄養士が訪問栄養食事指導を提供します。

2022(令和４)年度の目標・方向性

評価結果

2022(令和４)年度の取り組み実績

評価指標（計画の「量の見込み」）

○ 予防及び早期改善のため、保健事業と介護予防の一
体的実施における低栄養予防事業も並行して検討しま
す。

◎ ○ △ ×

○ 栄養改善の必要がある人、および改善意欲がある人
に訪問栄養指導を実施しました。

【課題点及び今後の対応】
○ 予防及び早期改善のため、保健事業と介護予防の一
体的実施における低栄養予防事業も並行して実施しま
す。



介護予防・生活支援サービス事業（いきいき訪問）
（介護予防支援室、介護高齢課）

20

【計画書Ｐ．１２３～１２４、１２７～１２８】

区分
2021年度 2022年度 2023年度

計画 実績 計画 実績 計画 実績

利用者数
（人／年）

150 47 153 66 158

事業費
（千円／年）

2,400 430 2,488 705 2,528

実施に関する基本的な方針

評価指標（計画の「量の見込み」）

○ 利用者数の減少に対し、広く再周知を図りながら、ケア
マネジャーのアセスメント支援として、利用促進が図れる
よう、関係機関と意見交換等を行っていきます。

〇 事業所全体の資質向上に向けた事業所連絡協会の創設に
向けて、取り組みを進めていきます。

評価結果

リハビリテーション専門職が、利用者の生活の場におけるアセスメント及びモニタリングに関与し、生活機能
向上のために必要な環境調整や介護職等との連携を強化することで、「生活の場」（居宅及び「通いの場」な
ど）への「参加」・「活動」を実現することを目指します。

2022(令和４)年度の目標・方向性 2022(令和４)年度の取り組み実績

【課題点及び今後の対応】
○ 引き続き利用促進が図れるよう、広く周知を図っていくとと
もに、事業の更なる充実に向けて、また事業所全体の資質向上に
向け、事業所連絡協会の創設に向けて関係機関と意見交換を行っ
ていきます 。

○ 短期集中サービスの利用促進及び短期集中サービス事業所の交
流のため、CM向けの「いきいき訪問」事例報告会・交流会をハ
イブリッドにて開催しました。

○ コロナ感染症拡大による利用控え等の影響は継続していました
が、新規の事業所登録や、療法士の登録者数増加、事例報告会
によるアセスメント支援としての活用や様々な活用事例の紹介
などにより、前年度より利用が増加しました。

◎ ○ △ ×



介護予防・生活支援サービス事業（えぷろんサービス）
（介護予防支援室、介護高齢課）

21

【計画書Ｐ．１２９～１３１】

区分
2021年度 2022年度 2023年度

計画 実績 計画 実績 計画 実績

利用時間数
（時間／年）

400 165 440 282 480

事業費
（千円／年）

336 139 370 236 404

実施に関する基本的な方針

えぷろんサービスの内容には、訪問介護で実施できる掃除・洗濯・買い物・調理等以外にも、外出の支援や話し相手の
サービスもあります。これらの訪問介護にはない独自性のあるサービスを周知しながら、普及に努めていきます。
一方、本事業の担い手となる「桑名市シルバー人材センター」における就業会員の確保や、その就業会員の研修機会の

確保のほか、サービスの内容については今後も桑名市と桑名市シルバー人材センターが協議を経ながら改善を図っていき
ます。

○ 市民や関係者に対して本サービスの周知を図りなが
ら、利用者の増加を図り、高齢者の地域での自立した
日常生活を促進します。また、必要に応じて次年度以
降の実施方法を検討します。

評価指標（計画の「量の見込み」）

◎ ○ △ ×

評価結果

※各年度の実績については、当該年３月～翌２月実績分。

【課題点及び今後の対応】
〇 えぷろんサービス・生活支援に関する相談は、地域包括支援セン
ターでも一定数受けていますが、利用者数は伸びているものの、ニー
ズとのマッチングが難しい実態があります。地域住民等が主体となっ
て行われている「ささえあい支援事業」や増えつつある民間サービス
などの状況も踏まえて、生活支援コーディネータ―等と協働して、
ニーズからのサービスの在り方なども検討していきます。

2022(令和４)年度の目標・方向性 2022(令和４)年度の取り組み実績

○ 利用時間数は、前年度より増加し282時間でした。長引
くコロナ禍ではあったが、利用件数が徐々に増え、必要な
支援を行うことができました。

〇 本事業の担い手である、シルバー人材センターの会員向
けに、認知症サポーター養成講座を開催し、研修の機会の
確保及び会員への事業の周知を行いました。



介護予防・生活支援サービス事業（「通いの場」応援隊）
（介護予防支援室、介護高齢課）

22

【計画書Ｐ．１２９～１３２】

実施に関する基本的な方針

地域住民主体の「ちょっとそこまで」という助け合いの事業趣旨は維持し、「桑名市介護支援ボランティア制
度」の活用を図りながら地域住民へ理解を求めていきます。「移動支援」のニーズは多様なものがありますが、
「健康・ケア教室」や「シルバーサロン」を利用するといった社会参加への促進となる支援を最優先します。

移動支援を必要とする高齢者に対してサービスを提供し、「通
いの場」の利用促進に努めていきます。

評価指標（計画の「量の見込み」）

○ 「桑名市介護支援ボランティア制度」を活用し、生
活支援コーディネーターと連携して、「移動支援」の
ニーズの地域差を踏まえてサービスや担い手の創出に
向け、圏域会議などで議論をして進めていきます。

評価結果

区分
2021年度 2022年度 2023年度

計画 実績 計画 実績 計画 実績

実提供人数 8 ２ 9 2 10

（人／年）

2022(令和４)年度の目標・方向性 2022(令和４)年度の取り組み実績

○ 2022年度も引き続きシルバーサロン事業の加算項
目として設定し、周知・利用促進を図りました。コロ
ナ禍の影響は減少しつつあり、「通いの場」の開催も
増えてきましたが、昨年度と同様の実績でした。

【課題点及び今後の対応】
○ 事故や保険の問題、サロン担い手の高齢化などもあり、行先をシル
バーサロン等に限定した、住民主体の移動支援は、利用促進が難しい
状況です。今後は、生活支援コーディネーター等と協働し、地域差の
ある「移動手段」のニーズも考慮しながら、地区社協、まちづくり協
議会等地域の方々のご意見を踏まえて検討していきます。

◎ ○ △ ×



介護予防・生活支援サービス事業（シルバーサロン）
（介護予防支援室、介護高齢課）

23

【計画書Ｐ．１３２～１３４】

区分
2021年度 2022年度 2023年度

計画 実績 計画 実績 計画 実績

開催回数
（回／年）

1,125 876 1,170 1,112 1,215 

事業費
（千円／年）

3,365 2,208 3,500 2,696 3,635

実施に関する基本的な方針

「既存の地域資源を有効に活用する」という考え方に基づき、「シルバーサロン」を「通いの
場」として位置付けています。
一般的な「通いの場」との違いを明確化するために、介護予防により効果的な内容や頻度（週1 

回以上）での実施、介護支援ボランティアの受け入れなど高齢者の社会参加促進等への重点化を図
ります。

評価指標（計画の「量の見込み」） 評価結果

○ 可能な限り徒歩圏内で、地域住民を主体として、地域交流の
機会を提供する「通いの場」の「見える化」・創出に取り組み
ます。

○ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大状況に応じて、参考情
報提供や、別途補助基準の検討等、適宜フォローを行います。

○ 介護予防に資する、身近な交流の場の在り方について、サロ
ンスタッフをはじめとした地域の方と意見交換を行いながら検
討を行います。

2022(令和４年度の目標・方向性 2022(令和4)年度の取り組み実績

○ コロナ禍においても、貴重な交流の機会が確保できるよう

行っていた補助要件（参加人数、開催時間等）緩和を継続しま
した。

○ 生活支援コーディネータ―により、サロンスタッフ同士の情
報交換や交流等の機会を設けました。

〇 サロンスタッフの負担軽減のため、「事務お助け隊」の補助
金を活用し、補助金申請等の事務支援及びサロン運営に関する
現状等のヒアリングを行いました。

【課題点及び今後の対応】
○ コロナ感染拡大も少しずつ落ち着き、開催回数もほぼ計画に近い数とな
りましたが、以前よりも参加者が減少したり、感染予防のための対策等
サロンスタッフへの負担が大きくなりました。サロンスタッフの負担軽
減等に向けてR4年度後半から行っている「事務お助け隊」の効果検証も
踏まえ、介護予防に資する、身近な交流の場の在り方について、サロン
スタッフ等と意見交換を行いながら検討していきます。

◎ ○ △ ×



介護予防・生活支援サービス事業（健康・ケア教室）
（介護予防支援室、介護高齢課）

24

【計画書Ｐ．１３２～１３５】

区分
2021年度 2022年度 2023年度

計画 実績 計画 実績 計画 実績

開催箇所数
（箇所／年）

30 29 32 27 34

事業費
（千円／年）

7,200 2,156 7,680 2,856 8,160

実施に関する基本的な方針

地域で貴重な人材である医療・介護専門職を抱える重要な地域資源である医療機関及び介護事業所は、医療や介護を必
要とする者に対し、医療・介護サービスを提供する拠点であることに加え、医療・介護・健康等の専門職及び地域住民等
のボランティアと協働し、高齢者やその家族が気軽に立ち寄り相談できる包括的な生活支援の拠点としての役割を果たす
ことが期待されます。
そこで、要支援者、「基本チェックリスト」該当者を含む地域住民に向けて、専門職等による健康相談、運動、口腔、

栄養、認知等に関する介護予防教室（健康・ケア教室）を開催する事業所について、市に事業実施登録を勧奨し見える化
を図るとともに登録事業所に対し実績に応じた費用の助成を行います。

○ これまで参加者数が30人／月を超える月だけが助成の対象でした
が、参加者数に応じた金額を助成する仕組みへと見直したこと、ま
た人員やスペースの確保に課題があり、助成対象となってこなかっ
た事業所に対しても助成を行うことで、新規事業所の事業実施への
動機づけや事業内容の充実を図ります。

○ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大により事業実施が困難な状況
が続いているため、実施に当たっての参考情報を提供するなど、適
宜フォローを行います。

評価指標（計画の「量の見込み」） 評価結果

2022(令和４)年度の目標・方向性 2022(令和４)年度の取り組み実績

◎ ○ △ ×

○ 補助金要綱の改正を行い、当初の目標どおり事業内容の
充実を図りました。

○ 全ての登録事業所に対し、コロナ禍における健康・ケア
教室の開催について市の考えを通知するとともに、感染防
止策に資する厚労省資料の紹介を行いました。

【課題点及び今後の対応】
○ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、事業実施
の見通しが立てにくい状況が続いています。引き続き、情
報提供に努めるほか、交付申請手続きの弾力化等の対応を
行います。



介護予防・生活支援サービス事業（ささえあい支援事業）
（介護予防支援室、介護高齢課）

25

【計画書Ｐ．１３５～１３７】

区分
2021年度 2022年度 2023年度

計画 実績 計画 実績 計画 実績

支援団体数
（団体）

3 ４ 4 4 5

事業費
（千円／年）

180 142 240 210 300

実施に関する基本的な方針

○ 活動の「見える化」や、活動に対するポイント制度
等を導入することで、元気高齢者の活動を促進してい
きます。

○ 地域での意識の共有や地域力の向上を目指し、市内
での横展開を図っていきます。

評価指標（計画の「量の見込み」） 評価結果

地域住民が主体となり、支援が必要な高齢者等に対して日常生活における多様な困りごとに対
する支援を行う活動について、「ささえあい支援事業」として総合事業の「その他の生活支援
サービス」に位置づけ、地域包括ケアシステム構築に向けて、地域住民の互助の広がりと、元気
高齢者の活動・役割の創出を促進していきます。

2022(令和４)年度の取り組み実績2022(令和４)年度の目標・方向性

【課題点及び今後の対応】
○ 活動開始当初に比べ、利用者数が伸びていない団体もあります。地
域活動の好事例を幅広く知っていただくよう引き続き周知活動を進
めます。また、担い手の高齢化が進んでいる団体もある中で、生活
支援に対するニーズ、担い手の現状を再度生活支援コーディネー
ターと協働し、検証しながら、担い手の確保や、活動の横展開につ
なげていきます。

○ 広報での活動の紹介や、地域生活応援会議の場や、地域包括
支援センター等への相談において、本事業について、効果的で
あると思われるケースに対して適宜利用を勧めました。

○ 各地域への働きかけは、生活支援コーディネーターから引き
続き行い、1団体が新たに支え合い支援事業の団体に加わりま
した。（既存の1団体が、2022年度から本事業の補助金を活用
せず、支えあい支援活動を継続しています）

○ 元気高齢者の活動参加促進のため、活動に対して、介護支援
ボランティアポイントの付与を開始しました。

◎ ○ △ ×



健康増進事業と一体的な介護予防事業の展開
（保健医療課、介護予防支援室、地域包括支援センター）【計画書Ｐ．１４１～１４２】

実施に関する基本的な方針

評価指標

(※)健康・ケアアドバイザー派遣を除く。

評価結果評価指標

2022(令和４)年度の目標・方向性 2022(令和４年度の取り組み実績

○ 日常生活圏域において、健康課題をもとに地域活動の場である「通
いの場」等において、健康づくりと介護予防の視点を入れた出前講
座等を実施し高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施を展開して
いきます。

○ KDBシステムから一定の条件により抽出されたハイリスク高齢者に
対して、情報提供や健康相談、保健指導及び訪問等を行います。

保健・福祉専門職等は地域住民による自発的な活動や参加を働き掛ける役割が重要であるという観点から、保健医療課、
及び地域包括支援センター等が、相互に一体となって、地域の関係者と連携しながら、様々な機会を通じ、地域住民に対
し、①「セルフマネジメント（養生）」の重要性、②地域住民を主体として健康増進や介護予防に取り組む必要性、③地
域住民を主体とする取り組みを実施していきます。高齢者の心身の多様な課題に対応し、きめ細やかな支援を行うため、
介護予防を進めるにあたり、高齢者の保健事業の一体的実施に取り組みます。一体的実施にあたっては、介護・医療・健
診情報等の活用を含め保険年金室及び保健医療課並びに三重県後期高齢者医療広域連合、地域包括支援センターと連携し
て取り組みを進めます。

方向性
2021
年度

2022
年度

2023
年度

専門職派遣の延べ回数
(単位：回/年）

36 214

ハイリスク者への関与率
(訪問等関与者/対象者）（％）

92.6 42.0

○ 出前講座、ふれあいトーク、健康教育等を214回実施しました。
○ 保健師・管理栄養士、リハビリ専門職は担当地区の地域データを把
握し、住民に対して、地区の特性を説明しました。

○ 「通いの場」に対し、継続支援を行いました。また、桑名オリジナ
ル健康体操をツールとして、関係機関で連携しながら、創設に取り
組みました。

〇 ハイリスク高齢者の内、希望した、又は連絡が取れた者に対して個
別支援を実施しました。

【課題点及び今後の対応】
○ 今後も「通いの場」の創設を推進するため、出前講座を実施
していきます。また、「通いの場」の継続支援を引き続き実施
します。

○ ハイリスク者への関わり方を検討していきます。

◎ ○ △ ×
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一般介護予防事業（介護予防把握事業）
（介護高齢課、介護予防支援室、地域包括支援センター）
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【計画書Ｐ．１４２～１４３】

実施に関する基本的な方針

介護予防に資するサービスの提供を実現するためには、可能な限り、早期に、一定のリスクを抱
える高齢者を把握することが重要です。このため、桑名市及び地域包括支援センターにおいて、①
要介護・要支援認定に関するデータ、②「桑名市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（いきいき・
くわな）」に基づくデータを活用することにより、早期に虚弱、運動、閉じこもり、転倒、栄養、
口腔、認知、うつ等に関するリスクを抱える高齢者を把握します。

○ 約１２，０００人を対象として、「桑名市介護予防・日常生活圏域
ニーズ調査（いきいき・くわな）」を実施します。

○ 前年度のニーズ調査の結果からリスクの高い人に対して、地域包括
支援相談員や各地域包括支援センター職員が戸別訪問を実施します。

○ ニーズ調査未提出者を抽出し、健康状態を確認し、必要に応じて、
医療、介護サービス、「通いの場」等につなぎます。

評価指標

調査の結果によりリスクを抱える高齢者に対し、相談員等が訪

問支援を行うことにより、高齢者の地域生活の支援に努めていき
ます。

方向性
2021
年度

2022
年度

2023
年度

訪問実施割合
（％）

99.6 99.3

(※)上記の割合は、相談員等が訪問した割合（＝訪問者数/対象者数）

評価結果

◎ ○ △ ×

2022(令和４)年度の取り組み実績2022(令和４)年度の目標・方向性

○ 桑名市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（いきいき・
くわな）を実施し、8,762人から回答をいただきました。

○ 未提出者にはがきを出し、回答率の向上に努めました。

○ 地域包括支援相談員が、前年の調査で判明したリスクを
抱える高齢者に該当する703人に訪問調査を実施しました。

【課題点及び今後の対応】
○ 今後も継続して、リスクの高い高齢者の支援と介護予防
の促進のため、関係機関と連携し現状把握に努め、必要に
応じて、医療、介護サービス、「通いの場」等につなぎま
す。



一般介護予防事業（介護予防普及啓発事業（料理教室事業））
（保健医療課・介護予防支援室）【計画書Ｐ．１４３～１４４】

実施に関する基本的な方針

食生活改善推進員は、食を通した健康づくりのボランティアとして活動する、重要な地域資源の一つです。
高齢者を始めとする地域住民を対象とした食生活改善のための料理教室（「おいしく食べよう会」等）を、桑

名市食生活改善推進協議会に委託していましたが、感染症のリスクを考え、現在は開催できていません。
新しい生活様式の中で、介護予防のための食生活改善事業としてどのように展開するか、検討する必要があり

ます。

評価指標

○ 今後は料理教室に限らず、介護予防のための食生活
改善事業としてどのように展開するか検討します。

（単位：回／年）

方向性 2021年度 2022年度 2023年度

開催回数 0 0
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評価結果

2022(令和４)年度の取り組み実績2022(令和４)年度の目標・方向性

◎ ○ △ ×

【課題点及び今後の対応】
○ 今後は料理教室に限らず、介護予防のための食生活改善の取
り組みを地域で展開していきます。

〇 新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、料理教室は
2022年度も中止としました。

〇 料理教室＝調理実習を行う形態ではなく、宅食弁当を活
用したお食事会を、生活支援コーディネーターが中心とな
り開催しました。食生活改善推進員による塩分測定や栄養
の講話を通して、食事からの仲間づくりや健康づくりにつ
ながる新たな実施方法の検討材料となりました。



一般介護予防事業（介護予防普及啓発事業（お口いきいきプログラム））
（保健医療課、介護予防支援室）
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【計画書Ｐ．１４３～１４４】

区分 方向性 2021年度 2022年度 2023年度

利用者数
（人／年）

160 160

実施に関する基本的な方針

評価指標 評価結果

口腔機能を向上させることは、食を通じた心身の健康維持だけでなく、高齢者の生活の質（QOL）を支えていくことに
つながります。口腔機能の低下が疑われる高齢者に対して口腔機能向上を推進するためには、まずその意義についての気付
きと納得を促し、日常的にセルフケアを行うことができるプログラムを提供することが重要になります。
このため、桑員歯科医師会に委託し、歯科医院に来院する一般高齢者に対して広く周知し、高齢者が自覚する前もしくは

機能低下が疑われる状況の対象者に対し、口腔機能の低下予防と改善に向けての支援を目的とします。

2022(令和４)年度の目標・方向性 2022(令和４)年度の取り組み実績
○ オーラルフレイルチェックで、ご自身の状況を把握してもら
い、口腔機能低下予防が、全身の健康維持にもつながることを
お伝えします。

○ 口腔機能低下がみられた場合は、改善に向けた指導を行い、
日常的にセルフケアを行えるよう支援します。

○ 口腔機能低下がみられない対象者にもオーラルフレイル予防
に対する啓発を行います。

○ 対象となる高齢者に対し、アセスメントを行い口腔
機能を評価した結果から、必要なプログラムを提供し、
日常生活で継続できるよう指導を行いました。

○ プログラム参加者以外の高齢者に対しても必要に応
じ啓発を行いました。

【課題点及び今後の対応】

○ 必要と思われる全ての高齢者に実施はできていません。

〇 オーラルフレイルチェックで危険性あり、危険性高いと回
答した対象者は56.3％でした。

〇 指導内容を自宅でも継続していけるよう支援します。

◎ ○ △ ×



一般介護予防事業（地域介護予防活動支援事業（高齢者サポーター養成講座等））
（介護予防支援室、桑名市社会福祉協議会）
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【計画書Ｐ．１４５～１４６】

実施に関する基本的な方針

地域の介護力の底上げを目指し、高齢者の健康やケアに関する知識を習得したボランティアを育
成するための「高齢者サポーター養成講座」及びその他修了者を対象とした「ステップアップ講
座」を、引き続き開催します。また、生活支援コーディネーターに委託するなど地域の状況に応じ
た柔軟な形での開催を検討します。

評価指標

○ 地域住民を主体とする「サポーター」の活動や、介護予
防に資する「通いの場」の運営に結び付けるため、より参
加しやすい方法を検討します。

○ 社会福祉協議会で実施している様々なボランティア養成
講座との関連付けを行いながら、地域の状況に応じた開催
を行い、修了者のサポーター活動を促進します。

養成講座等の参加者や講座終了後に地域で活動する方の
増加を目指します。

方向性 2021年度 2022年度 2023年度

養成講座
参加人数

48 70

（単位：人／年）

評価結果

2022(令和４)年度の目標・方向性 2022(令和４)年度の取り組み実績

○ 地域の状況に応じた「サポーター」を養成するため、２
層の生活支援コーディネーターが、2地区（松ノ木、長
島）で開催しました。また、市内各地で課題となっている、
移動支援に関するサポーターの養成に向けて、1層の生活
支援コーディネーターが中心となり、全生活支援コーディ
ネーターで「ささえあいドライバー養成講座・ステップ
アップ講座」を、市全域の住民を対象に開催しました。

【課題点及び今後の対応】
○ 引き続き、生活支援コーディネーターにより地域の状況

に応じた、各地域での講座を開催し、修了者のサポーター

活動を促進します。また、市全域の住民を対象とした講座

の開催についても取り組んでいきます。

◎ ○ △ ×



一般介護予防事業（地域介護予防活動支援事業（桑名市介護支援ボランティア制度））
（介護予防支援室、桑名市社会福祉協議会）
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【計画書Ｐ．１４５～１４６】

実施に関する基本的な方針

高齢者のボランティアを始めとする社会参加は、高齢者の介護予防に資するものです。このため、他の市町村における
例を参考として、2010(平成22)年４月、「桑名市介護支援ボランティア制度」を創設しました。
引き続き、「桑名市介護支援ボランティア制度」を実施し、ボランティアの活動の場が広がるよう、介護事業所に登録

を働きかけるとともに、現在登録をしている事業所においてはボランティアの受け入れをうながしていきます。今後は、
新たな受入機関の可能性についても検討していくとともに、活動場所や年齢層の拡大など、ボランティア活動の裾野の拡
大（地域力の拡大）についても検討していきます。

評価指標

○ 高齢者の介護支援ボランティア活動による地域貢献を積
極的に奨励するとともに、より良い活動ができるよう支援
します。

○ 介護支援ボランティア登録者および登録事業所の増加を
図りながら、高齢者の社会参加及び地域力の拡大の観点で
ボランティア活動を推進していきます。

地域の支え合い体制づくりの推進のためにも、ボランティ
アや事業所の登録数の増加を目指していきます。

方向性
2021
年度

2022
年度

2023
年度

ボランティア登録
（人）

398 391

事業所登録
（か所）

104 107

※各年度3月31日現在の登録数。

評価結果

2022(令和４)年度の目標・方向性 2022(令和４)年度の取り組み実績

◎ ○ △ ×

【課題点及び今後の対応】
○ 新型コロナウィルスの影響でボランティアの受入れを中止せざるを
得ない事業所がほとんどでしたが、感染状況を確認しながら感染防
止対策等も講じてボランティアの受入を再開していただいています。

○ 高齢者の活躍の場を広げ、高齢者の生きがいや介護予防に繋げてい
きます。また、ボランティア活動の裾野の拡大（地域力の拡大）に
ついても検討していきます。

○ 令和5年3月31日現在、ボランティア登録391人、事業
所登録107か所です。

○ 令和5年1月より、新たに受入機関として、ささえあい支
援事業実施団体を追加しました。令和5年3月現在、ささ
えあい支援事業のうち、３団体が登録されました。



一般介護予防事業（介護事業所における自立支援・重度化防止の取組）
（介護高齢課、介護予防支援室）

32

【計画書Ｐ．１４９～１５０】

実施に関する基本的な方針

評価指標 評価結果

2017（平成29）年に公布された「地域包括ケアシステムを強化するための介護保険法等の一部を改正する法
律」に基づく高齢者の自立支援・重度化防止の取組推進の方針のほか、介護事業所における自立支援・重度化防
止の取組の円滑な実施を目指し、事業所同士で連携し、内外部含めた多職種の専門職が参加する取組を事業所で
行えるよう複数の事業所で専門職を伴い職員研修を行う取組を支援します。
また高齢者が社会参加しいきいきとした自立生活を送ることで認知機能の低下やフレイル予防等に繋がるとい

う観点から事業所において利用者の参加支援、役割創出の取組みを行うことができるよう支援します。

○ 介護事業所がリハビリテーション専門職や医療職、事業所同
士で連携できる関係を作り資質向上につなげることを目指しま
す。

2022(令和４)年度の目標・方向性 2022(令和４)年度の取り組み実績

【課題点及び今後の対応】
○ 事業所間の連携や研修の実施についての動きを把握して
いない事業所があり、職能団体等と連携し、広く周知し参
加を促す取り組みが必要です。

○ 介護事業所がリハビリテーション専門職等による助
言を受け資質向上を行えるよう支援します。

○ 事業所間での資質向上に向けた研修等の実施を促進
します。

○ 介護事業所が医療職等の多職種と意見交換、研修を受けるこ
とができるよう制度設計のもと引き続き支援を行いました。

○ 介護事業所間で連携し、介護技術や介護保険制度、コロナ対
策、栄養等多岐にわたる分野で資質向上につながる研修の実施
の支援を行いました。

方向性 2021年度 2022年度 2023年度

研修回数 15 17

（単位：回）

◎ ○ △ ×



生活支援体制整備事業

33

桑名市では、引き続き、「生活支援体制整備事業」を実施し、多様な日常生活上の支援体制の強化及び高齢者の社会参
加の推進に取り組みます。
具体的には、①「協議体」の設置、②普及啓発等に取り組みます。
「生活支援コーディネーター」は、桑名市や地域包括支援センター職員と連携を図りながら、地域住民を主体とした

「サポーター」、「通いの場」について「見える化」・創出に取り組むとともに地域における関係者間のネットワーク構
築を行っていきます。
また、「協議体」に関しては、既に地域にある自治会連合会、地区社会福祉協議会や介護事業所で開催する運営推進会

議等、地域によって様々な「協議体」のかたちを認めながら、柔軟な考え方で推進していきます。

【計画書Ｐ．１７１～１７８】



生活支援体制整備事業（「生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）」の配置）
（福祉総務課、桑名市社会福祉協議会、介護予防支援室）
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【計画書Ｐ．１７1～１７5】

実施に関する基本的な方針

評価指標

桑名市社会福祉協議会及び地域包括支援センターに、①市町村区域に相当する第１層で統括的な「生活支援コーディ
ネーター（地域支え合い推進員）」、②日常生活圏域に相当する第２層でそれぞれの地域包括支援センターの管轄区域を
担当する「生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）」を配置します。
生活支援コーディネーターの主な役割である、「地域支援の担い手の養成、サービスの開発」「関係者のネットワーク

化」「ニーズとサービスのマッチング」等に取り組みます。新たな考え方の「就労的活動支援」についても今までの活動
の延長と考え、活動を継続します。

○ 地域住民を主体とした「サポーター」、「通いの場」に
ついて「見える化」・創出に取り組み、相互のネットワー
クを熟成するため、市全体を区域とする第1層の生活支援
コーディネーター1名及び地域包括支援センターの管轄区
域に第2層の生活支援コーディネーター5名を引き続き配
置します。

生活支援コーディネーターの配置数を維持し、地域生活を
支える体制づくりに努めていきます。

方向性 2021年度 2022年度 2023年度

生活支援
コーディネーター
配置数

6 6

（単位：人）

評価結果

2022(令和４)年度の目標・方向性 2022(令和４)年度の取り組み実績

◎ ○ △ ×

○ 市全体を区域とする第１層の生活支援コーディネーター１
名及び地域包括支援センターの管轄区域に第２層の生活支援
コーディネーターを５名配置しています。毎月生活支援コー
ディネーターの会議を実施し、各圏域での社会資源の見える
化及び創出に取り組みました。

【課題点及び今後の対応】
○ 引き続き、生活支援コーディネーターを計画通り配置し、
年間を通じて活動することができました。

○ これからも関係者と連携の強化を図りながら、より一層
の地域に向けた働きかけを行っていきます。



生活支援体制整備事業（「協議体」の設置）
（福祉総務課、桑名市社会福祉協議会、介護予防支援室）
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【計画書Ｐ．１７１～１７６】

実施に関する基本的な方針

2021(令和３)年度以降も、段階的に「協議体」を設置します。
具体的には、市町村区域に相当する第１層では、桑名市において、地域包括支援センター及び桑名市社会福祉協議会と

一体になって、「桑名市地域包括ケアシステム推進協議会」を「協議体」として活用します。
また、日常生活圏域に相当する第２層では、桑名市社会福祉協議会及び地域包括支援センターにおいて、桑名市と一体

になって、地域の関係者と連携しながら、地区社会福祉協議会を単位として、「協議体」を設置します。
なお、地区社会福祉協議会が設立されていない地区では、桑名市社会福祉協議会において地域の関係者に対し、地区社

会福祉協議会の設立を働き掛けます。

評価指標

○ 地域住民を主体とした「サポーター」、「通いの場」に
ついて「見える化」・創出に取り組み、相互のネットワー
クを醸成するため、段階的に第2層の「協議体」を設置し
ていきます。この第2層「協議体」設置に向けては、各関
係者との情報共有及び連携・協働を図りながら働きかけを
すすめます。

第１層「協議体」を維持するとともに、第２層「協議体」につ

いては各圏域での設立を目指していきます。

方向性
2021
年度

2022
年度

2023
年度

第1層「協議体」の数 １ 1

第2層「協議体」の数 ４ 4

評価結果

2022(令和４)年度の目標・方向性 2022(令和４)年度の取り組み実績

◎ ○ △ ×

○ 第１層では、「桑名市地域包括ケアシステム推進協議会」
を「協議体」として活用しました。

○ 第２層では、各圏域の生活支援コーディネーターが、地
域に出向き生活支援などの地域での支え合いの必要性を話
し合いました。

【課題点及び今後の対応】
○第１層「協議体」及び第２層共に計画通り維持できた。未設
立の地区の中にも生活支援の開始につながったところもあり、
今後も「協議体」設立につながるよう地域への働きかけを
行っていきます。



生活支援体制整備事業（日常生活支援に関する地域住民に対する普及啓発）
（福祉総務課、桑名市社会福祉協議会、介護予防支援室）
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【計画書Ｐ．１７６～１７７】

実施に関する基本的な方針

「生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）」及び「協議体」が実効的に機能するよう、今後、桑名市社会福
祉協議会及び地域包括支援センターにおいて、桑名市と一体になって、地域の関係者と連携しながら、様々な機会を通じ、
地域住民に対し、
①「地域の課題を自ら意識し取り組むこと」の重要性
②地域住民を主体として日常生活支援に取り組む必要性
③地域住民を主体とする取組みについて、地域住民相互間で話し合ってコンセンサスを得るとともに、地域住民相互間で
共有して内外に対する「見える化」を図る必要性

等について、問題意識の共有を働き掛けます。

評価指標

生活支援コーディネーター（社協・地域包括支援セン
ター）が各地域で開催される会議に出席し、日常生活支援に
関して普及啓発を図っていきます。

○ 生活支援コーディネーターが、日常生活支援に取り組む
必要性等について地域住民や民間事業者に対して、地域で
開催するワークショップや出前講座などの実施をすすめ、
普及啓発を行っていきます。

方向性
2021
年度

2022
年度

2023
年度

生活支援コーディネー
ターが出席した会議回数

440 357

（単位：回／年）

評価結果

2022(令和４)年度の目標・方向性 2022(令和４)年度の取り組み実績

○ 生活支援コーディネーターが、地域の関係者と連携を図
り、日常生活支援に取り組む必要性等があるため、可能な
限り各地域の会議等に出席しました。

○ 各地域で開催された会議等に出席し、日常生活支援に関
して普及啓発を行った回数は、年間延べ357回でした。

【課題点及び今後の対応】
○ 地域の会議等を通じて普及啓発を図ることができました。

生活支援コーディネーターの存在も知られるようになり
つつあり、地域へ出向いて普及啓発を行う回数も増えつつ
あります。今後も、民間事業者を含め、地域住民に対して
さらなる普及啓発に努めます。

◎ ○ △ ×



生活支援体制整備事業、「通いの場」等の「見える化」・創出（健康・ケアアドバイザー派遣）
（福祉総務課、保健医療課、介護予防支援室）
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【計画書Ｐ．１４８～１５０】

実施に関する基本的な方針

地域住民を主体として地域交流の機会を提供する「通いの場」が継続的に運営されるよう、リハビリテーション専門職
等が地域住民の主体性を阻害しない形で定期的に関与することは、重要です。
これは、「セルフマネジメント（養生）」を支援するため、リハビリテーション専門職等から地域住民に対し、それぞ

れの地域の実情に応じて健康やケアに関する情報を提供する機会としても重要です。
このため、高齢者を始めとする地域住民に開放される「通いの場」を対象として、地域住民を主体として運営された実

績に応じ、リハビリテーション専門職等を「健康・ケアアドバイザー」として派遣します。

「通いの場」の登録を促進するとともに「健康・ケアアドバイ

ザー」派遣を推進し、高齢者の地域生活を支援します。

評価指標

○ 引き続き「通いの場」の継続的な運営のために専門職の
派遣を行います。

○ 貴重な地域資源である、地域の専門職の関与推進に向け
て、関与する健康・ケアアドバイザー対象の研修会を実施
し、市への登録をすすめていきます。

方向性
2021
年度

2022
年度

2023
年度

「通いの場」の新規登録
数（団体／年）

12 6

健康・ケアアドバイザー
派遣件数（件／年）

20 23

評価結果

2022(令和４)年度の目標・方向性 2022(令和４)年度の取り組み実績

◎ ○ △ ×

○ 「通いの場」の新規登録団体実績は年間６団体、「健康・ケ
アアドバイザー」の派遣の実績は23件でした。

○ 「通いの場」に登録された団体に対する備品購入・改修費の
補助金の実績は、備品購入が年間10件、改修は実績なしでした。

○ 地域の専門職に対して、随時登録への働きかけを行っており、
新たに1名が健康・アドバイザーに登録しました。

【課題点及び今後の対応】
○ 「健康・ケアアドバイザー」の派遣・活用により、「通
いの場」への継続支援を行うことができました。また、助
成制度により、「通いの場」の登録・立ち上げが促進され
ました。今後も本制度の活用を促していきます。



桑 名 市
KUWANA CITY

多 職 種 の協働・連携

重点事項.２

桑名市地域包括ケア計画の進捗状況
及び実績評価（令和４年度・案）
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【重点事項.２】多職種の協働・連携

39

介護予防に資するサービスの提供及び在宅生活の限界点を高めるサービスの提供を実現するためには、個々の事例について、多職種協働によ
るケアマネジメントを実践することが重要です。
このため、第８期も、「地域ケア会議」の充実に取り組み、地域の高齢者世帯の困難事例の解決のための「地域支援調整会議」のほか、多職

種協働でケアマネジメント支援を行う要支援者に対する「地域生活応援会議」、要介護者に対する「ケアプラン点検」等、様々な手法を用いて、
さらなるケアマネジメント並びにアセスメント支援の充実を図ります。
医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けることができるよう、地域の関係機関が連携し、

在宅医療と在宅介護を一体的に提供できる体制を構築するため、引き続き「在宅医療・介護連携推進事業」を推進します。
さらに、認知症について、「認知症施策推進大綱」をもとに「共生」と 「予防」を両輪として引き続き「認知症総合支援事業」を推進します。
また、近年の複雑化する社会において、高齢者だけでなく、障害者、子ども、子育て家庭等に対する支援等にも対応できるよう、包括的な支

援体制を構築し、地域共生社会の実現に向けた取組を実施します。

【計画書Ｐ．１５～１６】



地域ケア会議推進事業
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桑名市では、地域ケア会議の一類型としての「桑名市地域包括ケアシステム推進協議会」等の他に、①「地域支援調整会議」、②「地域生活
応援会議」・「ケアプラン点検」、③「圏域会議」の３つを同じ類型として位置づけています。
地域ケア会議の機能として「個別課題の解決」、「地域包括支援ネットワークの構築」、「地域課題の発見」、「地域づくり・資源開発」及

び「政策の形成」これら５つの機能を有することが求められています。
地域ケア会議における課題抽出から政策形成への流れを次のように整理し、この流れを参考にしながら地域の実情に即した政策形成や実施を

推進します。
１．上記①②の会議を通じて、個別事例の積み重ねにより課題抽出の役割を担います。
２．生活支援コーディネーターが主体となり、③「圏域会議」、地域住民等が参画する「協議体」等において、地域づくりや地域の資源開発

等につなげます。
３．「協議体」等の検討を踏まえ「桑名市地域包括ケアシステム推進協議会」 において「政策形成」に向けた協議を行います。

【計画書Ｐ．１５８～１６３】



地域ケア会議推進事業（地域支援調整会議）
（介護予防支援室）
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【計画書Ｐ．１５，１５８～１５９】

実施に関する基本的な方針

それぞれの地域包括支援センターにおいて、桑名市と一体となり、介護保険事業者や医療機関、民生委員等の関係機関
の参加を得て、地域の高齢者世帯の虐待・困難事例等の解決のための会議を「共生型地域支援調整会議」、認知症の人の
支援に関わる会議を「認知症型地域支援調整会議」と位置付け開催します。
引き続き、「地域ケア会議」の一類型としての「地域支援調整会議」を開催し、関係機関との連携を図っていきます。
また、一定のリスクを抱える高齢者について、関係機関と連携し、早期介入・問題の複雑化を予防する対応に努めます。

評価指標

地域の高齢者世帯の困難事例等の解決のために適宜会議を
開催し、関係者で相互に連携を図りながら地域生活を支援し
ていきます。

○ 市又は地域包括支援センターの主催により、高齢者虐待、多
問題等の支援が困難な事例に対応するため適宜開催します。開
催にあたっては、高齢者施策に係る支援者、支援機関以外にも、
関係機関や関係者に出席を広く呼びかけ、情報共有とより良い
支援方針を協議する場とします。また、会議を整理し、ケース
の状態や支援の目的を共有することで、支援対応力の向上を目
指します。

方向性
2021
年度

2022
年度

2023
年度

地域支援調整会議
開催回数（共生型）

41 58

地域支援調整会議
開催回数（認知症型）

8 11

（単位：回／年）

評価結果

2022(令和４)年度の目標・方向性 2022(令和４)年度の取り組み実績

◎ ○ △ ×

【課題点及び今後の対応】

○ 8050世帯等複合化した事例では、多機関連携が重要と
なります。多機関におけるタイムリーな情報共有のため、
「ゆめはまネット」の活用を更に進めていきます。

○ 課題解決が困難な事例から、地域課題を抽出し、次期計
画における取組に繋いでいきます。

○ 高齢者虐待、成年後見制度、経済的困窮等の困難事例対応
に際して、適宜開催しています。課題を整理し、具体的な対
応について支援機関や関係者で役割分担を行い、課題解決を
目指しました。

○ 令和4年度は、共生型地域支援調整会議58回、認知症型地
域支援調整会議11回開催しました。



地域ケア会議推進事業（地域生活応援会議・ケアプラン点検）
（介護予防支援室、地域包括支援センター、保健医療課、桑名市社会福祉協議会等）【計画書Ｐ．１５９～１６２】
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実施に関する基本的な方針

この会議の趣旨は、介護保険の基本理念である高齢者の自立支援を「机上の空論」から「現場の実践」へ転換することと、
高齢者の自立支援に向けたマネジメントを「個人プレー」から「チームプレー」へ転換していくことであり、ケアマネジメ
ントの資質の向上を図ると共に、個別ケースの課題分析の積み重ねにより地域課題を発見し、地域に必要な資源開発や地域
づくりなどの政策形成につなげていきます。2019（平成31）年３月からは「ケアプラン点検」の手法により、介護給付適

正化事業と一体的に要介護認定者に関するケアマネジメント支援を実施しています。
地域生活応援会議、ケアプラン点検を引き続き開催し、介護予防に資するサービスの提供及び在宅生活の可能性を高める

サービスの提供を実現するための多職種協働によるケアマネジメントを実践していきます。

○ アンケート結果から、より効果的なケアマネジメント支援に向けて

実施方法等を検討し、リニューアルを図ります。
○ ケアマネジメント支援の充実に向け、より多くの居宅介護支援事業
所に参加していただけるよう努めます。

〇 個別事例検討の積み重ねから地域課題の抽出、資源開発や地域づく
り等の政策形成に向け、圏域会議等とより連動するよう検討してい
きます。

評価指標

地域生活応援会議・ケアプラン点検における多職種協働のケアマネジ
メントにより、高齢者の自立支援を推進していきます。

方向性
2021
年度

2022
年度

2023
年度

会議に出席した居宅介護
支援事業所等の数(※)

31 21

（単位：箇所／年）

評価結果

※ 出席した居宅介護事業所及び（看護）小規模多機能型居宅介護事業所の数

2022(令和４)年度の目標・方向性 2022(令和４)年度の取り組み実績
○ Web形式での開催方法を継続、応援会議67件、ケアプラン点検24
件のケアマネジメント支援を行いました。

〇 応援会議：ワーキングを行い、7月にリニューアル、対象ケースを減
らし１ケース当りの時間を長くし、より丁寧に支援を行いました。ま
た、個別ケースからの地域づくり、地域資源とのマッチングなどを会
議の中で共有しました。

〇 ケアプラン点検：過去に点検を受けたことのないケアマネジャーに
参加していただきました。

【課題点及び今後の対応】
○ 応援会議のリニューアル後、対象ケースを絞り込んだことにより、
どのような効果・課題が出てきたかを検証し、9期に向けて個別地域
ケア会議の目的をより効果的に達成できる方法を検討していきます。

○ 個別事例検討の積み重ねから地域課題の抽出、資源開発や地域づく
り等の政策形成に向け、圏域会議等との連動が十分ではないため、よ
り連動できるよう検討して いきます。

◎ ○ △ ×



地域ケア会議推進事業（圏域会議）
（介護高齢課）
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【計画書Ｐ．１５８，１６２】

実施に関する基本的な方針

評価指標

○ 全ての圏域において、地域課題の分析・抽出、地域づく
り・資源開発などに向けた取り組みの充実を図ります。

○ 地域の関係者等を必要に応じてメンバーに加えることに
より、「圏域会議」から「協議体」へ発展することを推進
します。

全圏域会議において、地域課題の分析・抽出、地域づく
り・資源開発などに向けた取り組みの充実を図ります。

方向性
2021
年度

2022
年度

2023
年度

圏域会議で話し合わ
れた地域課題の数

9 14

（単位：件／年）

評価結果

2022(令和４)年度の目標・方向性 2022(令和４)年度の取り組み実績

【課題点及び今後の対応】
○ 今後も引き続き、生活支援コーディネーターを中心に、
地域包括支援センターの職員や市職員が、自治会や民生委
員等の地域の人の声を聞き、地域課題の解決に努めます。

○ 各圏域で関係機関と会議を行い、地域の課題や取り組み
などの情報共有を行いました。

○ 2022（令和4）年度は、新たな通いの場の創設や、ニー
ズ調査結果からの個別ケースの検討など、14件の課題につ
いて検討しました。

◎ ○ △ ×

各圏域単位で生活支援コーディネーターが中心となり、地域包括支援センター、保健医療課などが参加し、地域活動の情
報共有から、地域課題の分析・抽出、地域づくり・資源開発などに向けた取り組みを行っています。各圏域でこれらの取り
組み状況にばらつきがみられないよう、引き続き生活支援コーディネーターが中心となり、取り組みをおこなっていきます。
また、地域生活応援会議等における個別ケースの課題分析の積み重ねにより地域課題を抽出した上で、地域に必要な資源

開発や地域づくりなどの政策形成につなげていく流れを明確にしていくために、圏域会議を有効に活用できるような方策を
検討します。



在宅医療・介護連携推進事業
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少子高齢社会に対応して「病院完結型医療」から「地域完結型医療」への構造的な転換を実現するためには、在宅介護
と連携した在宅医療を推進することが求められます。
そのためには、関係機関が連携し、多職種協働により在宅医療・介護を一体的に提供できる体制を構築するため、郡市

区医師会等と連携しながら、地域の関係機関との連携体制の構築を図る必要があります。
そのため、これまでの「在宅医療・介護連携推進事業」を更に充実させるよう、現状分析、課題抽出、対応策の実施と

いったPDCAサイクルに沿った取組を進めます。

【計画書Ｐ．１６３～１７１】



在宅医療・介護連携推進事業（在宅医療・介護サービスに関する地域資源の「見える化」）
（保健医療課）【計画書Ｐ．１６５】

実施に関する基本的な方針

在宅医療・介護連携を推進する環境を整備するため、在宅医療・介護サービスに関する地域資源の「見える化」を図る
ことは、重要です。
そこで、市内関係機関の協力により、市民向けの「くわな在宅医療・介護マップ」と、関係者向け「桑名市在宅医療・

介護サービス地域資源リスト」の更新を定期的に行い、「くわな在宅医療・介護マップ」をホームページで公表し、「桑
名市在宅医療・介護サービス地域資源リスト」を「ゆめはまちゃん医療・介護ネットワーク」に掲載します。また、「ゆ
めはまちゃん医療・介護ネットワーク」の地域資源一覧機能を活用して、関係者向けの地域資源に関する情報について最
新情報が提供できるよう努めます。

評価指標

○ 「くわな在宅医療・介護マップ」及び「桑名市在宅
医療・介護サービス地域資源リスト」を更新し、必要
な情報を提供できるよう努めます。

○ ゆめはまネットを活用して、「地域資源一覧」を随
時更新し、関係者に最新情報を提供できるよう努めま
す。

「くわな在宅医療・介護マップ」を作成・公表し、地域の
在宅医療・介護サービスの「見える化」に努めていきます。

方向性
2021
年度

2022
年度

2023
年度

マップに掲載する医療機
関・介護事業所数

434 424

（単位：掲載事業所／年）

評価結果

2022(令和４)年度の目標・方向性 2022(令和４)年度の取り組み実績

○ 「くわな在宅医療・介護マップ」の更新のための調査をイ
ンターネットで行い、ホームページに掲載しました。また、
ゆめはまネットに掲載している「地域資源情報」について更
新を行いました。

【課題点及び今後の対応】
○ 最新の情報を提供できるよう、年一回の調査と定期的な
情報更新を行います。

○ ゆめはまネット内の「地域の情報掲示板」プロジェクトで
の情報発信をしています。

○ 「くわな在宅医療・介護マップ」が住民に利用されるよ
う活用について検討します。

◎ ○ △ ×

45



在宅医療・介護連携推進事業（課題の抽出及びその解決のための方策の協議）
（保健医療課）【計画書Ｐ．１６６】

実施に関する基本的な方針

課題の抽出及びその解決のための方策の協議については、引き続き、医療、介護、予防、日常生活支援等の各分野で指
導的な立場にある地域の関係者の参加を得て開催される「桑名市地域包括ケアシステム推進協議会」を活用します。
そのほか、在宅医療・介護連携に関する実務に従事する医療・介護専門職団体等の代表者によって構成される「桑名市

在宅医療・介護連携推進協議会」及び「桑名市在宅医療・介護連携調整会議」にて、引き続き協議を行い、在宅医療・介
護連携を推進します。
また、前述の協議を踏まえて、在宅医療・介護連携支援事業の目標設定と計画立案を行います。

評価指標

○ 地域の現状や課題を関係者と共有し、同職種と多職種で
対応策を検討していきます。

○「桑名市在宅医療・介護連携推進協議会」及び「桑名市在
宅医療・介護連携調整会議」等を開催し、事業の進捗状況
の把握と評価、改善策の検討を行い、事業計画を立案しま
す。

「桑名市在宅医療・介護連携推進協議会」及び「桑名市在宅医

療・介護連携調整会議」にて協議を行い、在宅医療・介護連携の
推進に努めていきます。

方向性
2021
年度

2022
年度

2023
年度

会議の開催回数 4 3

（単位：回／年）

※ 「桑名市在宅医療・介護連携推進協議会」及び「桑名市在宅医療・介護連携調整
会議」の開催回数。

評価結果

2022(令和４)年度の目標・方向性 2022(令和４)年度の取り組み実績

【課題点及び今後の対応】
○ 抽出された課題を、地域の関係者と共有し、解決に向け
た協議を行います。また、この協議を踏まえて事業計画を
立案、実施していきます。

○ 地域の現状や課題を共有し、新型コロナウイルス対策に
資する研修会や多職種での連携への取組みを企画、実施し
ました。

○ 救急搬送等に係る課題について協議し、市民啓発のため
に広報くわなへの掲載、手引きを市内全施設へ配布し活用
を促しました。

◎ ○ △ ×
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在宅医療・介護連携推進事業（在宅医療・介護連携に関する地域住民に対する普及啓発）
（保健医療課）【計画書Ｐ．１６６～１６７】

実施に関する基本的な方針

在宅での看取りを含め、在宅介護と連携した在宅医療が推進されるよう、地域住民に対する普及啓発を図るため、桑名
市及び「桑名市在宅医療・介護連携支援センター」において「桑名市在宅医療・介護連携調整会議」の委員と協働して、
地域住民に対する講演会や講習会等を開催し、市民に在宅医療や介護の実状を知ってもらうとともに、在宅医療・介護へ
の理解促進を図っていきます。
また、在宅医療や介護、看取り等に関心のない人に「もしもの時」のことを考えてもらうため、地域関係者に協力を求

め、地域の集まりでの普及啓発を行います。その際には、在宅医療を受ける選択ができることや自分や家族の終末期につ
いて考えることについて、引き続き普及啓発を行っていきます。

評価指標

○ 「アドバンス・ケア・プランニング」の市民への普
及啓発と、関係者への協力の呼びかけを引き続き行い
ます。

○ 在宅医療や介護、看取りに関する理解の促進のため、
地域住民向けの講演会等を開催します。

方向性
2021
年度

2022
年度

2023
年度

講習会等の参加人数 259 507

（単位：人／年）

地域住民に対する講習会等を開催し、在宅医療・介護連携
の推進に努めていきます。

評価結果

2022(令和４)年度の目標・方向性 2022(令和４)年度の取り組み実績

○ 多機関協働でがんイベントを行い、在宅医療やACPにつ
いての展示やワークショップ、がん当事者からの講演等を
実施しました。

【課題点及び今後の対応】
○ ニーズ調査「介護が必要になっても医療・介護サービスを受けな

がら住み慣れた地域で暮らし続けられると感じる」との回答中で年
齢が若いほど「感じない」「家族・介護者への負担が大きい」を選
ぶ率が高くなっています。理解促進を図るため関係機関とともに市
民が介護を学ぶ機会を増やすことを検討していきます。

○ 地域の関係者にもご協力をいただきながら普及啓発活動
を行いました。

◎ ○ △ ×
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在宅医療・介護連携推進事業（在宅医療・介護連携に関する医療・介護専門職に対する研修）
（保健医療課、介護予防支援室、地域包括支援センター）【計画書Ｐ．１６７～１６８】

実施に関する基本的な方針

医療・介護・福祉の多職種間での「顔の見える関係」を「信頼できる関係」へと発展させるため、桑名市及び
「桑名市在宅医療・介護連携支援センター」と「桑名市在宅医療・介護連携調整会議」の委員とが協働して、「在
宅医療と介護の多職種連携研修会」を開催します。必要に応じて、市内病院等との合同開催を継続して行います。

評価指標

○ 市内の医療・介護・福祉関係者が、事業の目的について共
通認識できるよう、同職種や多職種での研修会を開催すると
ともに、研修会の開催内容や方法について検討を進めます。

○ 病院との合同研修会や認知症に関する研修会も開催します。
○ 「アドバンス・ケア・プランニング」への理解をより深め
るため、専門職向けの研修会を開催します。

○ 急変時の対応において、医療・介護・救急の連携を円滑に
進めるため消防本部との合同研修会を開催します。

医療・介護・福祉の専門職を対象とした研修会等を開催し、更

なる連携の拡大と強化を図ります。

方向性
2021
年度

2022
年度

2023
年度

研修会・講演会等の
参加人数

920 803

（単位：人／年）

評価結果

2022(令和４)年度の目標・方向性 2022(令和４)年度の取り組み実績

○ オンラインで計画通り研修事業を実施しました。
看護協会、訪問介護事業者連絡協議会、認知症NW連携部会等
との合同研修会など、同職種や多職種で必要なテーマについて
検討、実施につながりました。

【課題点及び今後の対応】
○ 研修会に参加する機会が持てない専門職へ継続して働き
かけを行います。

○ 消防本部と協働で救急医療と在宅医療、介護との連携につい
て職種連携研修会を２回開催しました。
消防職員向けの研修会を介護予防支援室とともに開催し、円滑
な連携への協力を求めました。

○ 今後も、多機関との合同研修会を開催し、市内関係者の
求めるテーマでの研修会を開催します。

◎ ○ △ ×

48



在宅医療・介護連携推進事業（在宅医療・介護連携に関する相談の受付）
（保健医療課）【計画書Ｐ．１６８～１６９】

実施に関する基本的な方針

個々の事例について、在宅医療・介護連携を支援するためには、地域包括支援センターで地域住民の相談を受け付けて
在宅医療・介護サービスを紹介するほか、地域包括支援センター、医療機関、介護事業所等の保健・医療・福祉・介護専
門職の相談を受け付けて在宅医療・介護サービスについての情報提供を行うことも、重要です。
そこで、在宅医療・介護連携の拠点である「桑名市在宅医療・介護連携支援センター」において、医療・介護関係者か

らの相談に対し、把握した地域資源情報と、蓄積した事例を相談や情報提供に活用し、スムーズな医療と介護の連携が行
われるよう、引き続き支援を行っていきます。

評価指標

「桑名市在宅医療・介護連携支援センター」の周知を図り
ながら相談等に対応し、在宅医療・介護連携を推進します。

○ 在宅医療・介護の連携拠点施設として、在宅医療・
介護関係者からの相談の対応と連携の支援を行うとと
もに、在宅療養患者に必要な情報の提供を行います。

方向性
2021
年度

2022
年度

2023
年度

在宅医療・介護連携支援セン
ターにおける相談支援件数

245 322

（単位：件／年）

評価結果

2022(令和４)年度の目標・方向性 2022(令和４)年度の取り組み実績

○ 医療・介護関係者からの相談を受け付け、情報提供や連
携の支援を行いました。

【課題点及び今後の対応】
○ 今後も連携拠点として把握・提供すべき情報を整理し、
必要な時に情報提供できる体制を整えると共に、支援セン
ターの役割を関係者に周知することに努めます。

◎ ○ △ ×
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○ 医療機関、介護事業所の相談のほかに、企業や市民から
の相談にも対応。必要とされる関係機関と連絡調整するな
どの支援を行いました。



在宅医療・介護連携推進事業（在宅医療・介護サービスの提供に関する情報の共有）
（保健医療課）【計画書Ｐ．１６９】

実施に関する基本的な方針

医療・介護専門職のICTを活用した情報共有システム「ゆめはまちゃん医療・介護ネットワーク」を運用し、医療・介護・
福祉の専門職間相互のスムーズな情報共有をめざします。
また、必要に応じて運用ルールの整備や操作方法・活用方法について整備し、説明会を開催して周知を行う等、多職種連携

でのさらなる活用を図ります。

評価指標

情報共有ツールの活用等を通じて、医療・介護専門職相互
間の情報共有を図っていきます。

○ 多職種連携の基盤であるゆめはまネットの利用促進と
周知を図ります。

○ 他自治体との情報連携や診療報酬に結び付けた活用等、
より有効な活用方法について、他自治体の取組も参考に
しながら検討します。

方向性
2021
年度

2022
年度

2023
年度

ICTを活用した情報共有
ツールを利用する医療
機関・介護事業所

284 285

（単位：件／年）

評価結果

2022(令和４)年度の目標・方向性 2022(令和４)年度の取り組み実績

【課題点及び今後の対応】
○ 情報セキュリティ事故防止のため、利用施設向け学習機
会の提供を検討します。

○ 操作動画を作成し、公表しました。（vol.1～４）

○ 相談支援事業所連絡会においてゆめはまネットについて
説明、活用事業所の拡大につながりました。

◎ ○ △ ×
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認知症総合支援事業

51

【計画書Ｐ．１７８～１８４】

地域で認知症高齢者及びその家族を支援するためには、保健・医療・福祉・介護専門職のほか、地域住民も含め、問題
意識を共有した上で、相互に連携して対応することが重要です。
そのため、引き続き、「認知症総合支援事業」を実施します。
具体的には、「認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）～認知症高齢者等にやさしい地域づくりに向けて～」

（平成２７年１月厚生労働省）を踏まえた「認知症施策推進大綱」（2019.6）の５つの柱と整合性を図りながら事業を推
進します。
また、地域包括支援センターに配置された「認知症地域支援推進員」が認知症の本人、家族、認知症の人を支える地域

住民、医療・介護及び生活支援を行うサービス事業所等のネットワーク形成を積極的に行い、認知症になっても安心して
暮らせる地域づくりに努めます。



認知症総合支援事業（普及啓発・本人発信支援）
（介護予防支援室、地域包括支援センター）

52

【計画書Ｐ． １７９～１８０ 】

実施に関する基本的な方針

○ 認知症地域支援推進員を中心に、効果的な普及・啓発の
あり方を検討し幅広い人に認知症の理解を深めるため、認
知症市民公開講座や図書館、及びショッピングセンターで
の認知症に関する啓発等の取り組みを進めていきます。

○ オレンジカフェなど認知症地域支援推進員の活動を通じ、
本人発信支援の取り組みを検討します。

図書館や店舗などでの啓発により、幅広い人に認知症への理解を深

めるための普及・啓発や、本人発信支援に取り組みます。

方向性 2021年度 2022年度 2023年度

認知症に関する啓発の
機会（回数）

91 75

本人発信の取り組みの機
会（回数）

31 17

評価結果

現在行っている取組を継続するとともに、幅広い世代に関心をもってもらえるよう、周知方法や
内容・対象を協議し取組を進めていきます。
本人発信については、本人ミーティング（本人同士が感じている生活の困りごとや願い・希望を語
り合う場所）以外の手法（画像や映像で本人の様子を知る、本人のなじみの環境の中で思いを語っ
てもらえるような地域づくりや意思決定支援）についても検討します。

2022(令和４)年度の目標・方向性 2022(令和４)年度の取り組み実績

（単位：数/年）

評価指標

○ アルツハイマー月間における認知症の普及啓発として、市内
3カ所の図書館における啓発展示や、アルツハイマーデーオレン
ジライトアップにて啓発を実施しました。

○ 認知症の人やその家族を支える地域づくりのため、認知症サ
ポーター養成講座,ステップアップ講座を開催しました。

○ オレンジカフェや認知症ステップアップ講座などの場で本人
発信の取り組みを実施しました。

【課題点及び今後の対応】
○ 今後も幅広い人に認知症の理解を深めて頂く為、認知症
の普及啓発や本人発信の支援の充実に取り組みます。

◎ ○ △ ×



認知症総合支援事業（予防）
（介護予防支援室、地域包括支援センター）
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【計画書Ｐ． １８０～１８１ 】

実施に関する基本的な方針

認知症の人と関わる可能性のある地域の機関・人に向けて認知症初期集中支援チームの普及・啓発のため
のチラシの配布等を行います。
初期集中支援チームのアウトリーチの基準については訪問結果をもとに、より早期発見・早期介入に繋がる
よう、「認知症ネットワーク連携部会」とも協議しながら検討し取組を進めます。

引き続き「通いの場」などへの社会参加を促進し、認知症予防に関する周知啓発の拡充を推進します。

評価指標

○ 「通いの場」などへの社会参加を促進し、認知症予防に関
する周知啓発に取り組みます。

○ 認知症で支援につながっていない人をより早期に把握でき
るよう、「桑名市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査『いき
いき・くわな』」から抽出された訪問支援対象者の状態を把
握し、適切な初期集中支援対象の抽出基準の検討を行います。

認知症初期集中支援対象者に対する訪問や、チーム員会議に
おいて、支援内容の協議を行います。

方向性
2021
年度

2022
年度

2023
年度

初期集中支援終了時に
医療または介護サービス
へつながった割合（％）

57 51

（単位：％）

評価結果

2022(令和４)年度の目標・方向性 2022(令和４)年度の取り組み実績

◎ ○ △ ×

○ 令和４年度に新たに対象として介入したケースは 47件。
○ 「桑名市日常生活圏域ニーズ調査『いきいき・くわ
な』」から訪問支援対象者を抽出（407名）。訪問等を行
い、健康状態（認知症リスク含）の把握や相談先の周知、
もの忘れ相談会、認知症予防教室などの活動につなげた。

○ チーム員会議を 55回開催、延べ 186ケース検討を実施
しました。

【課題点及び今後の対応】
○ 初期集中支援チームによる介入の結果、認知症による
通院に至った割合は33%、介護保険等のサービスにつな
がった割合は41％です。今後も支援対象者の早期発見、
早期対応に向けた支援の充実を図ります。



認知症総合支援事業（医療・ケア・介護サービス・介護者支援）
（介護予防支援室、地域包括支援センター）
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【計画書Ｐ．１８１～１８２】

実施に関する基本的な方針

多職種連携研修会は在宅医療・介護の多職種研修のひとつのテーマとして、「新しい生活様式」での方法・内容も検討
しながら、今後も継続して開催します。
認知症ケアパスについては活用・周知が進むよう、周知の機会や内容の見直しを行います。
オレンジカフェについては、本人・家族のニーズを聞きながら、単なるイベント的な場ではなく、本人とその家族の「居
場所」になるよう、開催頻度や開催場所を見直すなど参加しやすい体制づくりを目指します。

評価指標

○ 研修を通じ、医療・介護従事者の認知症対応力向上を推
進します。

○ 認知症ケアパスについて認知症地域支援推進員と共に見
直しを行い、周知や活用に努めます。

○ 地域の介護事業者や店舗などの身近な場所で、継続して
参加できるオレンジカフェについて検討していきます。

研修を通じ、医療・介護従事者の認知症対応力向上を推進します。また、
多職種による認知症ケア会議を開催し、支援の質の向上を図ります。

方向性 2021年度 2022年度 2023年度

認知症対応力向上
に資する研修の数

１ 2

認知症ケア会議の
開催数

11 11

評価結果

2022(令和４)年度の目標・方向性 2022(令和４)年度の取り組み実績

（単位：数/年）

○ 認知症ネットワーク連携部会を5月及び10月に開催
しました。

○ 在宅医療と介護の多職種連携研修会をオンライン
にて開催しました。（８月４日 参加者88人）

〇 若年性認知症専門職向け研修会をオンラインにて
開催しました。（12月13日 参加者44人）

◎ ○ △ ×

【課題点及び今後の対応】
○ 今後も幅広い事業所・職種に参加してもらえるよう研修の内
容を充実し、認知症ケアの向上を目指します。

○ 認知症高齢者に係る支援者、支援機関以外にも、関係機関等
に出席を広く呼びかけ、情報共有とより良い支援方針の協議を
目指します。



認知症総合支援事業（認知症バリアフリーの推進・社会参加支援・若年性認知症の人への支援）

（介護予防支援室、地域包括支援センター）
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【計画書Ｐ． １８２～１８４ 】

実施に関する基本的な方針

今後も、若い世代、企業向けにも認知症サポーター養成講座が開催できるよう働きかけを行います。
また、認知症になっても住みやすい地域づくり、役割・生きがい創出・社会参加につながるよう、本人・家族のニーズを
把握し、「チームオレンジ」のあり方の検討を含めた取組を進めていきます。
若年性認知症の相談窓口の啓発及び、若年性認知症の人とその家族のニーズを把握し、既存の資源の有効活用も念頭に

新たな資源を創出していきます。

評価指標

○ 認知症地域支援推進員を中心に、認知症の本人、家族、認知症の人
を支える地域住民、医療・介護事業所等のネットワーク形成を積極的
に行い、認知症になっても安心して暮らせる地域づくりに努めます。

○ 民間企業、小・中学校等での認知症サポーター養成講座の開催の充
実に取り組みます。

○ 地域包括支援センター合同でステップアップ講座を開催し、認知症
サポーターの活躍の場の創出や、チームオレンジの推進を検討します。

○ 若年性認知症に関する相談窓口の啓発や、本人・家族のニーズの把
握に努めます。

認知症地域支援推進員と協働し、認知症サポーター養成講座修

了生などの活躍の場への参画やチームオレンジの設置を推進しま
す。

方向性
2021
年度

2022
年度

2023
年度

認知症サポーター
養成講座修了生の
活躍の場（オレン
ジカフェ等）への
参加人数

29 108

（単位：人／年）

評価結果

2022(令和４)年度の目標・方向性 2022(令和４)年度の取り組み実績

○ 認知症サポーター養成講座やステップアップ講座を
オンライン開催するなどし、参加者の拡充と活動機会
の確保に向けた調整を図りました。

◯ 地域包括支援センター合同で認知症ステップアップ
講座を開催し、認知症サポーターの活躍の場の創出や、
チームオレンジの推進に取り組みました。

◎ ○ △ ×

【課題点及び今後の対応】
○ 地域の皆さんと一緒に取り組み、おおむね目標を達成し
たと考えます。今後も、認知症になっても安心して暮らせ
るまちづくりに向けた取組みを行います。

○ 今後も若年性認知症に関する相談窓口の啓発や連携、
本人・家族のニーズの把握に努めます。



地域包括支援センター運営事業

地域包括支援センター事業運営方針を毎年度提示し、桑名市の方針を明確化するとともに、地域包括支援センター
に対してのマネジメント（管理）機能を十分に発揮できるよう担保していきます。
さらに、毎年度、実績の評価及び公表を行い、地域包括支援センターの向上に資するように努めます。
そのためには、公平公正な評価ができる評価項目の設定を再検討するとともに、プレゼンテーションにおいては、

地域包括支援センターの取組が十分発表できるよう工夫していきます。
また、管轄区域を地域住民の生活状況や地理的な観点等での実情を考慮し、地域のつながりが分断されることのな

いようにするとともに地域包括支援センターの機能が十分発揮できるようにしました。

【計画書Ｐ．１５０～１５４】
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桑名市地域包括支援センターの管轄区域（2022(令和４)年度現在）
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北部西地域包括支援センター

担当地区

筒尾・大山田・野田・松ノ木・

藤が丘・新西方・星見ヶ丘・

陽だまりの丘・多度

西部地域包括支援センター

担当地区

桑部・在良・七和・久米

南部地域包括支援センター

担当地区

日進・益世・城南

北部東地域包括支援センター

担当地区

深谷・大和・長島

東部地域包括支援センター

担当地区

精義・立教・城東・

修徳・大成



地域包括支援センター運営事業
（介護予防支援室、地域包括支援センター）

57

【計画書Ｐ．１５０～１５４】

実施に関する基本的な方針

地域包括支援センターが介護保険の保険者である市町村の委託を受けて事業を運営する準公的機関であることについて、
様々な機会を通じて周知します。
また、本計画の対象期間である2021(令和３)～2023(令和５)年度には、それぞれの地域包括支援センターにおいて各職

種の職員配置を確保します。高齢者人口の多い地域包括支援センターについては、職員の加配を実施します。
さらに、本計画の対象期間中、次の①～③の方針をもとに、桑名市地域包括支援センターの事業運営方針を提示します。

①地域包括支援センターの位置付けに関する自覚の徹底
②高齢者の自立支援に向けたケアマネジメントのための「チームプレー」の励行
③介護予防や日常生活支援に資する地域づくりの推進のための「プレーヤー」から「マネージャー」への転換

○ 主任介護支援専門員、保健師、社会福祉士を各2人以上、合
計8人の配置に努め、満たない場合は認知症初期集中支援チー
ム員又は認知症地域支援推進員として活動できる介護支援専門
員を配置するなど、職員配置の定着を図ります。

○ 事業運営方針評価指標に基づき、ヒアリングを実施すること
によりPDCAサイクルの効果を活用し、センター機能の向上を
図ります。

評価指標

各地域包括支援センターの職員数を確保し、地域包括支援センターの

機能充実に努めていきます。

※ 各年度末における各地域包括支援センター職員の総数。（直営は含まず）

評価結果

◎ ○ △ ×

方向性 2021年度 2022年度 2023年度

職員総数
（人）(※)

34.9 32.7

2022(令和４)年度の目標・方向性 2022(令和４)年度の取り組み実績

○ 2022（令和4）年度においては32.7人（一包括平均6.54
人）となりました。

事業運営方針に基づき実績評価を行い、包括支援センター
職員の資質向上のため、機能強化型包括支援センターと共に
業務改善に取り組みました。

【課題点及び今後の対応】
○ 今後も職員の資質向上のため研修等を実施し、包括支援
業務の充実を図ります。



総合相談支援事業（地域共生社会に向けた見守り協力）
（介護予防支援室）
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【計画書Ｐ．１５４～１５５】

実施に関する基本的な方針

地域の関係者と連携しながら、地域における「見守り」を確保することにより、支援を必要とする人を早期に発見して
適切に支援することは、重要です。
今までは、「高齢者見守りネットワーク」として事業を実施していましたが、地域生活における課題は多様化・複雑化

しており、これまでのような分野・対象者別の縦割りの地域支援を見直し、地域住民を中心としたすべての関係者が「我
が事」として「丸ごと」対応できる地域共生社会を目指す必要があります。
そのため、高齢者、障害者、子ども、子育て家庭等、対象を広げ、豊かな地域づくりのための見守り協力に関する協定

を民間事業者等と締結します。

評価指標

高齢者等の異変を早期に発見し、適切な支援につなげていけるよう民
間事業者等との協定締結を推進し、地域で支える体制づくりに努めてい
きます。

方向性 2021年度 2022年度 2023年度

協定締結
事業所数(※)

123 126

※ 協定を締結した販売店等の店舗数。

評価結果

◎ ○ △ ×

【課題点及び今後の対応】
○ 今後も定期的に事業の周知を行い、新規協定締結事業者
の開拓を行っていきます。

○ 民間事業者等との協定締結を推進するとともに、高齢者見守
りネットワークの協力事業所に対し、地域共生社会に向けた見
守り協力に関する協定への移行を勧奨します。

○ 事業者によっては協定締結から数年以上経過している点に鑑
み、本協定について啓発し、地域共生社会への意識付けを図る
とともに、認知症サポーター養成講座の受講勧奨等、締結事業
者の「見守り」に対する理解の促進を図ります。

2022(令和４)年度の目標・方向性 2022(令和４)年度の取り組み実績

○ 新たに３事業者と協定の締結を行いました。



権利擁護事業（虐待の早期発見・早期通報）
（介護予防支援室、障害福祉課、桑名市社会福祉協議会）
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【計画書Ｐ．１５５～１５７】

実施に関する基本的な方針

評価指標

○ 高齢者に対する虐待の早期発見・早期通報に関する取組
を行います。

○ 一定のリスクを抱える高齢者について、困難事例化して
からの対応ではなく、関係機関と連携し、問題の複雑化を
予防する対応に努めます。

高齢者虐待事案の早期発見・早期対応を推進するには、職員

の資質向上が必須となることから、研修会等を実施します。

方向性
2021
年度

2022
年度

2023
年度

研修への参加者数 77 80

評価結果

高齢者虐待への対応は、「高齢者虐待の防止、高齢者の擁護者に対する支援等に関する法律」に
基づき、迅速かつ適切な対応が出来るよう関係機関との連携の充実等を図ると共に、職員の資質向
上を図ります。
権利擁護を推進にあたっては、問題が複雑化（困難事例化）してから対応をするのではなく、一

定のリスクを抱える高齢者について、可能な限り早期に把握し、問題の複雑化（困難事例化）を予
防するため、引き続きニーズ調査等を活用したアウトリーチ訪問を行います。

2022(令和４)年度の目標・方向性 2022(令和４)年度の取り組み実績

◎ ○ △ ×

【課題点及び今後の対応】
○ 引き続き、各種相談会や相談窓口における小さな相談事
から伴走支援を行い、早期把握・介入を行います。

〇 研修会等を効果的に開催していき、関係機関との連携を
さらに推進し、職員の資質向上を図ります。

○ 令和4年8月23日に「高齢者虐待防止研修会」をオンラ
インにて開催しました。介護支援専門員、介護職、医療職、
弁護士、司法書士等、幅広い職種の方に参加していただき
ました。（参加者８０名）

○ 周知・啓発チラシを事業所の運営推進会議や民生委員定
例会、地域の集まり等にて配布・周知を行いました。



権利擁護事業（法人後見及び市民後見の提供体制の整備）
（介護予防支援室、障害福祉課、桑名市社会福祉協議会）
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【計画書Ｐ．１５５～１５７ 、１９６～１９９】

実施に関する基本的な方針

桑名市社会福祉協議会において、桑名市及び桑名市地域包括支援センターと一体になって、地域福祉を推進す
る立場で成年後見制度に関する相談支援を実施する「桑名市福祉後見サポートセンター」を運営します。
引き続き、「桑名市福祉後見サポートセンター運営委員会」の議を経て、必要に応じ、法人後見を受任すると

ともに、法務・福祉専門職等と連携しながら、市民後見人の充実をさせ、そのフォローを行い、市民や関係者に
成年後見制度の理解を促進していきます。
また、成年後見制度の利用促進については、本計画で定める「成年後見制度利用促進基本計画（市町村計

画）」を基に推進し、適切な制度運用につなげていきます。

評価指標

○ 認知症等により判断能力が低下した状態にある高齢者が成年後見制度
を適切に利用できるよう、法律専門職を始めとする各種専門職との連
携を促進します。

○ 成年後見制度を適切に利用できるよう、法人後見の推進及び市民後見
人の育成・支援を行います。

○ 「成年後見制度利用促進基本計画（市町村計画）」を元に推進し、適
切な制度運用に繋げます。

成年後見に対するニーズが増大する中で、法人後見及び市民後

見の提供体制の整備を図りながら、この受任件数の増加を目指し
ます。

方向性 2021年度 2022年度 2023年度

法人後見受任 3 6

市民後見受任 1 1

（単位：件／年）

評価結果

2022(令和４)年度の目標・方向性 2022(令和４)年度の取り組み実績

◎ ○ △ ×

【課題点及び今後の対応】
○ 市民後見人登録者について、意向の確認を行い、受任可能な名簿の
整理をしつつ、市民後見人受任ケースを増やしていきます。

〇 第二期成年後見制度利用促進基本計画（国）に基づき、「成年後見
制度利用促進基本計画（市町村計画）」の見直しを行います。制度
の認知度、後見ニーズについて調査し、次期計画の取組に繋げてい
きます。

○ 市民や関係者へ向けては、令和4年12月11日に第8回シンポジウム
「成年後見制度が必要になる場面とは」を開催しました。（参加
者：43名）

○ 令和5年3月31日現在、市民後見人名簿登録者の中から市民後見人
として、これまでに5名の方が家庭裁判所より受任を受けています。

○ 令和5年3月31日現在、法人後見6件受任しています。



介護給付適正化事業
【計画書Ｐ．１８４～１８８】

介護給付の適正化を図ることにより、利用者に対する適切な介護サービスを確保するとともに不適切な給付が削
減されることは、介護保険制度の信頼感を高め、介護給付費や介護保険料の増大を抑制することを通じて、持続可
能な介護保険制度の構築に資するものです。
桑名市においては、具体的に、①要介護・要支援認定の適切化、②ケアプランの点検、③福祉用具貸与・購入及

び住宅改修の点検等についての事業に引き続き取り組むとともに実施方法を適宜見直しながら、適正化に向けた取
組を実施します。
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介護給付適正化事業（要介護・要支援認定の適正化）
（介護高齢課）

62

【計画書Ｐ．１８４～１８５】

実施に関する基本的な方針

○ 審査件数が年々増加する中でも、認定調査票、主治医意見書
の確認作業において、担当者間で大きな差異が生じないよう継
続して取り組んでいきます。

○ 認定審査会の各合議体間における判断に大きな格差が生じな
いよう、県主催の研修会参加や合議体構成員の入替えを促して
いきます。

評価指標

方向性
2021
年度

2022
年度

2023
年度

認定調査票点検数 4,775 4,757

勉強会開催数 4 4

評価結果

認定調査の適正化を図るため、作成された認定調査票の全件点検
を行うとともに、調査員間の平準化のための勉強会を継続します。

要介護認定の適切かつ公平な確保を図るため、
①桑名市又は桑名市社会福祉協議会の職員による要介護認定に係る認定調査の内容についての書面
点検、及び認定調査員相互間の情報共有と平準化を図るための月例勉強会の開催を継続します。
②認定審査会における審査・判定の平準化・適正化を図るため、主治医意見書の記載内容の充実化
を含めて、機会を捉えた周知・分析に取り組んでいきます。

2022(令和４)年度の目標・方向性 2022(令和４)年度の取り組み実績

◎ ○ △ ×

【課題点及び今後の対応】

○ 認定調査員との合同勉強会は、コロナ禍の影響もあり勉
強会開催回数は減少しましたが、認定調査において判断が
困難な事例について具体的に議論を行うことで、平準化を
図りました。

○ 認定審査会における効果的な審議に資するため、認定審
査会で使用する様式の修正を行いました。

【課題点及び今後の対応】
○ 認定調査件数の増加やコロナ禍における調査時間等の制
約もあり、認定調査員の負担は増加しているが、認定調査
の適正化を図るため、認定調査委託先の桑名市社会福祉協
議会との連携・情報共有を継続していきます。



介護給付適正化事業（ケアプランの点検）
（介護高齢課、介護予防支援室、地域包括支援センター）
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【計画書Ｐ．１８５～１８６】

実施に関する基本的な方針

〇 要介護・要支援認定者のケアプランに対し、地域生活応援会議、ケ
アプラン点検等により、自立支援に資するケアマネジメントの実践に
向けた支援を行い、ケアプラン・給付の適正化につなげていきます。

〇 ケアマネジメントの適正化に対し、より実践的な効果が得られるよ
う、地域生活応援会議の実施方法等の見直しを検討します。

〇 点検者の資質向上を行います。

評価指標

方向性
2021
年度

2022
年度

2023
年度

ケアプラン点検の
実施件数

363 248

評価結果

地域生活応援会議を毎週開催し、多職種協働によりアドバイスを実施、要介護認定者については桑名市、地
域包括支援センター及び三重県介護支援専門員協会桑員支部の主任介護支援専門員が月1回、介護給付適正化
システム等を活用してケースを選定し、ケアプラン点検を行い、自立支援に資するケアマネジメントの実践に
向けた支援を行うことで、ケアマネジメントの適正化を図っていきます。また、ケアミーティング（届出制）
により、新規に要介護認定の申請を行い、認定に先立ち暫定的にサービスを利用する申請者のケアプランの確
認を桑名市及び担当地域包括支援センターで行っています。
今後は点検する側の資質向上を同時に行っていく必要があり支援を行っていきます。

地域生活支援応援会議等により、「自立支援」に資するケアプ

ランの作成を推進していきます。

※ 地域生活応援会議(延べ件数)、ケアミーティング等によるケアプランの
点検の実施件数。

（単位：件数／年）

2022(令和４)年度の目標・方向性 2022(令和４)年度の取り組み実績

【課題点及び今後の対応】
○ 点検の実施件数は減少しましたが、自立支援に資するケアマ
ネジメント支援を行う中で、ケアマネジャーに共通の課題がわ
かってきました。現在の方法ではケアマネジメントの適正化に
対する効果が限定的と思われるため、地域生活応援会議、ケア
プラン点検、ケアミーティング（届出制）が連動し、より効果
的に実施できるよう、実施方法を検討していきます。

◎ ○ △ ×

○ 地域生活応援会議の実施方法を見直し、1ケース当りの時間を長くす
ることで、より丁寧なケアマネジメント支援を行いました。

〇 過去にケアプラン点検を受けたことのないケアマネジャーに点検に
参加していただき、ケアマネジメント支援を行いました。

〇 点検者の資質向上のため、点検後の支援内容の共有や点検内容の録
画による共有を行いました。また、三重県CM協会桑員支部に、主任
CM向けの研修を開催していただきました。



介護給付適正化事業（特定施設入居者生活介護の指定を受けていない有料老人ホーム・サービス付き

高齢者向け住宅） （介護高齢課）
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【計画書Ｐ．９４】

実施に関する基本的な方針

特定施設入居者生活介護の指定を受けていない有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅に
ついては、人口構造の変化の見通しや多様な介護の受け皿になっており、一方で過剰な介護サービ
スの基盤とならないように適切な整備を行います。
また有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅等に併設している介護サービス事業所を利用

している集合住宅居住者の方が一般在宅等のサービス利用者よりも介護サービス利用量が多い実情
があります。集合住宅居住者のうち介護サービス量が多いケアプランの検証を進めていきます。

評価指標

○ 三重県と連携し、有料老人ホーム・サービス付き高
齢者向け住宅の把握を進めるとともに必要な指導を行
います。

○ 集合住宅居住者のケアプランの検証を行うための実
態把握と検証方法を検討します。

高齢者向け住宅に併設する介護サービス事業所の状況を把握し
自立支援・重度化防止を進めるためケアプランの検証を行います。

評価結果

2022(令和４)年度の目標・方向性 2022(令和４)年度の取り組み実績

【課題点及び今後の対応】
○ 国保連からの情報及び県の事業所情報に注視し、他自治
体の先行事例や県・国からの関連情報を参考にしながら不
適切なケアプランの発見に努めます。

○ 市内に所在する未届の高齢者向け住宅等の発見や情報提
供はなかったため、三重県への報告実績はなく、県からの
情報連携もありませんでした。

○ 国保連からの伝送情報においては、不適切なケアプラン
として該当するものはありませんでした。

項目 評価

2021年度 ケアプランの把握・検証方法の検討 ○

2022年度 検証の実施 △

2023年度 検証の分析

◎ ○ △ ×



介護給付適正化事業（福祉用具貸与・購入及び住宅改修の点検）
（介護高齢課）
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【計画書Ｐ．１８６～１８７】

実施に関する基本的な方針

〇 福祉用具購入又は住宅改修を実施した人の実態調査
を行うに当たり、書類審査を活用することで、より多
くの調査件数を確保していきます。

○ 市が作成した住宅改修の手引きの周知・徹底も併せ
て行っていきます。

評価指標

方向性
2021
年度

2022
年度

2023
年度

福祉用具購入及び
住宅改修実態調査件数

78 80

評価結果

福祉用具購入及び住宅改修を行った人について、毎月それぞれ１割程度を抽出し、書類によ
る実態調査を行い、福祉用具等の必要性や利用状況を確認します。
さらに、2020（令和２）年度に新たに作成した「介護保険住宅改修の手引き」の周知・徹

底を図るとともに、申請受付体制やチェック体制の見直しを行い、適正化を図ります。

福祉用具等の必要性や利用状況について実態調査を行い、適
正なサービス提供の確保に繋げます。

2022(令和４)年度の目標・方向性 2022(令和４)年度の取り組み実績

◎ ○ △ ×

【課題点及び今後の対応】

○ 福祉用具購入又は住宅改修を実施した人の実態調査につ
いて、コロナ禍における影響を考慮した書類審査の継続に
より、調査件数を確保することで、適正化を図りました。

【課題点及び今後の対応】
○ 引き続き、実態調査を実施することで適正化を図りなが
ら、申請受付時等の機会を捉え、市が作成した手引きの周
知・徹底も併せて行っていく必要があります。



桑 名 市
KUWANA CITY

多 機 能 施 設 の 地 域 展 開

重点事項.３

桑名市地域包括ケア計画の進捗状況
及び実績評価（令和４年度・案）
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【重点事項.３】多機能施設の地域展開

67

住み慣れた地域での生活が続けられるためには、施設サービス同様の機能を地域に展開する在宅サービスの普及を促進
することが重要です。このため、今後とも、
①「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」
②「小規模多機能型居宅介護」及び「介護予防小規模多機能型居宅介護」
③「看護小規模多機能型居宅介護（複合型サービス）」の提供体制の重点的な整備を推進します。
さらに、多世代共生型拠点の整備として、
④「特定施設入居者生活介護」・「認知症対応型共同生活介護」の整備を行います。

【計画書Ｐ．１７】



施設サービスと同等な機能を地域に展開する在宅サービスの提供体制の重点的な整備
（介護高齢課）
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【計画書Ｐ92.101】

実施に関する基本的な方針

在宅生活の可能性を高めるサービスの提供を実現するため、施設サービスと同様な機能を地域に展開する在宅
サービスの普及が重要です。第8期においても引き続き、地域密着型サービスである「定期巡回・随時対応型訪問
介護看護」「小規模多機能型居宅介護及び介護予防小規模多機能型居宅介護」「看護小規模多機能型居宅介護（複
合型サービス）」の重点的な整備を促進します。

これらのサービスについて、桑名市及び地域包括支援センターから、介護保険の被保険者である高齢者及びその
家族や介護保険制度の中でサービスを提供する医療機関及び介護事業所に対し、様々な機会を通じて周知します。

評価指標

〇2022（令和４）年度に定期巡回・随時対応型訪問介
護看護を1事業所、2022（令和４）・2023（令和
５）年度にそれぞれ2か所の事業所で小規模多機能型
居宅介護又は看護小規模多機能型居宅介護（複合型
サービス）を公募し、指定します。

評価結果

2022(令和４)年度の目標・方向性 2022(令和４)年度の取り組み実績

【課題点及び今後の対応】
○ （看護）小規模多機能型居宅介護は計画予定数に達して
おらず、地域資源の確保に努めることが必要と考えます。

○ 令和３年度に公募を実施した定期巡回・随時対応型訪問
介護看護及び看護小規模多機能型居宅介護の整備を進め、
完了しました。

2021年度 2022年度 2023年度

計画数 整備数 計画数 整備数 計画数 整備数

定期巡回 1 0 1 1

小多機 2 0 2 0

看多機 2 1 2 1

◎ ○ △ ×



新しい形のサービスの基盤整備
（介護高齢課）

69

【計画書Ｐ92～93.95】

実施に関する基本的な方針

高齢者人口は2040（令和22）年までは増加が見込まれ、その後は減少に転じると予想されます。
これからの「施設」における社会的な役割や施設の機能を維持することを考慮するとともに、施設
整備の方向性や介護人材の効率化という視点からも多機能な役割を果たせる施設の整備の具現化に
取り組む必要があります。
高齢者・障害者・子どもなど、対象者ごとのサービス提供ではなく、多機能な福祉の拠点におい

て多世代の交流が促進されることで地域共生社会の実現を目指す拠点となる施設を整備する必要が
あります。

評価指標

〇多世代共生型拠点の整備として、2022（令和４）年度に1
か所の事業所で特定施設入居者生活介護、2022（令和4）
年に2か所の事業所で認知症対応型共同生活介護を公募し、
指定します

〇介護人材の確保の観点から障害者の雇用等幅広い人材の確
保や介護離職を防ぐ取組みの普及啓発を進めます。

評価結果

2022(令和４)年度の目標・方向性 2022(令和４)年度の取り組み実績

【課題点及び今後の対応】
○ 資材の高騰や人材不足の中施設整備が困難となっている
と思われるが、必要な介護サービスが適切に提供できるよ
う施設整備計画を検討します。

○ 令和３年度に公募した認知症対応型共同生活介護は順調に整
備が行われましたが、特定施設入居者生活介護の整備について
は整備が遅れています。

○ 認知症対応型共同生活介護については予定数の半数の選定に
とどまったため、令和５年度に再公募を行った結果、1事業所
を選定しました。

2021年度 2022年度 2023年度

計画数 整備数 計画数 整備数 計画数 整備数

特定 1 0 1 0 0

GH 2 0 2 1 0

◎ ○ △ ×



地域包括ケアシステムを支える人材の確保等
（介護高齢課）

70

【計画書Ｐ．１９２～１９５】

実施に関する基本的な方針

○ 介護人材の確保を「資質の向上」「地域力の拡大」「労
働環境等の改善」の観点で進めていきます。

○ 事業所の資質向上の取組みを評価するほか、主任介護支
援専門員の育成の強化を支援します。

評価指標 評価結果

団塊の世代のすべてが75歳以上となる2025（令和７）年、団塊ジュニア世代が65歳以上となる2040（令和22）年

にかけて、総人口・現役世代人口が減少する中で、高齢者人口がピークを迎えるとともに、介護ニーズの高い85歳以
上人口の増加により、介護サービス利用者もしばらく増加し続けると考えられます。また、一人暮らし高齢者や夫婦の
みの高齢者世帯の増加などにより生活支援のニーズもさらに上昇すると考えられます。
こうした背景のもと、必要となる介護人材の確保に向け、国や県と連携し、処遇改善、新規参入や多様な人材の活用

の促進、介護の仕事の魅力向上、職場環境の改善等に取り組みます。

○ 居宅介護支援事業所等が主任介護支援専門員の研修受講
を積極的に行えるように研修費用の補助を行い評価指標と
して定めます。

方向性
2021
年度

2022
年度

2023
年度

研修補助件数 15 15

（件数／年）

2022(令和４)年度の目標・方向性 2022(令和４)年度の取り組み実績

○ 地域力の拡大を図るため生活支援コーディネーターを地
域包括支援センターに配置し、高齢者や障害者等幅広い視
点での役割創出に向け改善を図りました。

○ 事業所間連携による資質向上の取組みを総合事業の報酬
によって評価した。主任介護支援専門員及び介護支援専門
員の研修に対し、助成金による補助を行いました。

【課題点及び今後の対応】
○ 主任介護支援専門員及び介護支援専門員の研修助成の周
知を強化し、受講者数の拡大を図り人材確保に向けて取り
組みを継続します。

○ 労働環境等の改善に向け、処遇改善の取り組みや周知の
強化を図っていきます。

◎ ○ △ ×



地 域 共 生 社 会 の 実 現

桑 名 市
KUWANA CITY

重点事項.４

桑名市地域包括ケア計画の進捗状況
及び実績評価（令和４年度・案）
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【重点事項.４】地域共生社会の実現

72

地域共生社会の実現に向けた地域包括ケアシステムの更なる推進は、地域包括ケアシステムの理念を普遍化し、高齢者のみならず、
障害者や子ども等、生活上の困難を抱える人が地域において自立した生活を送ることができるよう、地域住民による支え合いと公的
支援が連動し、地域を『丸ごと』支える包括的な支援体制を構築し、切れ目のない支援を実現することです。
そのためには、高齢者、障害者、子ども、生活困窮者等を含むすべての住民が役割を持ち、支え合いながら自分らしく活躍できる

コミュニティを育成し、「共助」として位置付けられている公的なサービスと協働して、その実現を目指していく必要があります。
桑名市では、「福祉なんでも相談センター」を大山田地区、多度地区、長島地区に開設し、高齢者、障害者、子ども、生活困窮者

等、福祉分野の包括的な相談支援を行っています。
第８期においては、「福祉なんでも相談センター」の実績を評価することによって、包括的な相談支援体制のあり方を検討してい

きます。

【計画書Ｐ．１３、１７～１８、９２～９３】



共生型サービスの推進
（介護高齢課）
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【計画書Ｐ．１３、１７～１８、９２～９３】

実施に関する基本的な方針

○ 同一の事業所でサービスを利用できる共生型サービ
スへの移行を図り、障害者が高齢者となった場合の
サービス利用におけるリロケーションダメージの軽減
に努めます。

評価指標 評価結果

【課題点及び今後の対応】
○ 今後も継続して障害福祉担当部署と連携を密に行い、そ
れぞれの事業所に対し説明・周知が行えるよう取り組んで
まいります。

2018（平成30）年度から介護保険と障害福祉の両方の制度に新たに「共生型サービス」が設けられ、障害
福祉サービス事業所であれば、介護保険事業所の指定も受けやすくするなど、障害児者・高齢者を柔軟に受け
入れられる仕組みが導入されました。
第８期では、介護保険制度、障害福祉制度といった縦割りによるサービス利用の支障が生じないよう、共生

型サービスへの移行の円滑化を図ります。

○ 「共生型サービス」の推進にあっては、市内事業所への
周知が推進への重要な要素となってきます。

方向性
2021
年度

2022
年度

2023
年度

市内事業所への
共生型サービス
の周知回数

1 0

2022(令和４)年度の目標・方向性 2022(令和４)年度の取り組み実績

○ ホームページでの共生型サービスについての周知にとど
まりました。

◎ ○ △ ×



「多世代共生型拠点」の整備
（介護高齢課）

74

【計画書Ｐ．１３、１７～１８、９２～９５】

実施に関する基本的な方針

新たに整備する介護施設を「多世代共生型拠点」 として整備し、高齢者のみではなく、その家
族、障害のある人も子どもも地域住民も交流の促進が図れるコミュニケーション拠点としての機
能を持ち合わせることを狙い、地域で誰もが支え合う地域共生社会の実現を目指します。

○ 高齢者・障害者・子ども・地域住民などが交流でき
る多世代共生型拠点となる福祉施設の整備を進めます。

評価指標 評価結果
○ 現段階では2023年度4月に運営開始を予定しています。第8期にあっ
ては下記の行程を予定しており、これらの到達状況を基に評価指標と
します。

項目 評価

2021年度 整備運営事業者の選定 ○

2022年度 市内の事業所も含めた周知啓発など △

2023年度 施設整備に向けて相談・支援など

2022(令和４)年度の目標・方向性 2022(令和４)年度の取り組み実績

○ 公募に際して、多世代共生の視点を取り入れるような取
り組みを行いました。

【課題点及び今後の対応】
○ 複合課題に対応できる事業者等を増やしていくために、
周知啓発活動を積極的に行う必要があります。

◎ ○ △ ×



包括的な支援体制の在り方の検討
（福祉総務課）

75

【計画書Ｐ．１３、１７～１８】

実施に関する基本的な方針

○ 令和４年度から重層的支援体制に移行するために、庁内
の連携体制を整備します。

○ 「福祉なんでも相談センター」の実績評価をすることに
より、包括的な相談支援体制の在り方を検討していきます。

評価指標 評価結果

地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制を整備するため、令和
４年度から重層的支援体制に移行します。

2017（平成29）年度に開設した「福祉なんでも相談センター」を断らない相談支援体制の中
核に据え、稼働実績を評価することにより包括的な支援体制の構築を推進します。

○ 「福祉なんでも相談センター」における障害者・子ど
も・生活困窮者等の複数分野に係る相談の利用実績を評
価指標として定めます。

方向性
2021
年度

2022
年度

2023
年度

複数分野に係る
相談件数 2,192 2,107

（延べ件数／年）

2022(令和４)年度の目標・方向性 2022(令和４)年度の取り組み実績

○ 福祉支援会議を設置することで庁内の連携体制を明確にしました。
各所管の職員及び支援機関の職員と共同で複数回にわたる人材養成研
修に参加し、必要な知識、手法を学び連携強化を図りました。

○ 「福祉なんでも相談センター」の断らない相談拠点にアウトリーチ
機能も付加し、包括的支援体制の中核拠点となるよう機能強化を図り
ました。

◎ ○ △ ×

【課題点及び今後の対応】
○ 市民が抱える課題はより複雑化・複合化してきており、
複数の相談支援機関等が相互に連携し、一体的・計画的な
支援を実施できる体制を構築していきます。



桑 名 市
KUWANA CITY

Ⅴ.各施策・事業における評価結果
のまとめ

桑名市地域包括ケア計画の進捗状況
及び実績評価（令和４年度・案）
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各施策・事業における評価結果のまとめ①

中項目 施策・事業名
評価
結果

介護予防・生
活支援サービ
ス事業

通所型サービスＡ ◎

くらしいきいき教室 ○

栄養いきいき訪問 △

いきいき訪問 ○

えぷろんサービス ○

「通いの場」応援隊 △

シルバーサロン ○

健康・ケア教室 ○

ささえあい支援事業 ◎

健康増進事業と一体的な介護予防事業の展開 ○

中項目 施策・事業名
評価
結果

一般介護予防
事業

介護予防把握事業 ◎

料理教室事業 △

お口いきいきプログラム ○

高齢者サポーター養成講座等 ◎

桑名市介護支援ボランティア制度 ◎

介護事業所における自立支援・重
度化防止の取組

○

生活支援体制
整備事業等

生活支援コーディネーターの設置 ◎

協議体の設置 ◎

地域住民に対する普及啓発 ◎

健康・ケアアドバイザー派遣 ◎

77

大項目（重点事項）：共に支え合う地域づくり



各施策・事業における評価結果のまとめ②

中項目 施策・事業名
評価
結果

地域ケア会議
推進事業

地域支援調整会議 ◎

地域生活応援会議・ケアプラ
ン点検 ◎

圏域会議 ○

在宅医療・介
護連携推進事
業

在宅医療・介護サービスに関する
地域資源の「見える化」 ◎

課題の抽出及びその解決のための
方策の協議 ◎

在宅医療・介護連携に関する地域
住民に対する普及啓発 ◎

在宅医療・介護連携に関する
医療・介護専門職に対する研修 ◎

在宅医療・介護連携に関する相談
の受付 ◎

在宅医療・介護サービスの提供に
関する情報の共有 ◎

中項目 施策・事業名
評価
結果

認知症総合支
援事業

普及啓発・本人発信支援 ○

予防 ◎

医療・ケア・介護サービス・介護
者支援 ◎

認知症バリアフリーの推進・社会
参加支援・若年性認知症の人への
支援

○

地域包括支援センター運営事業 ◎

総合相談支援
事業

地域共生社会に向けた見守り
協力 ◎
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大項目（重点事項）：多職種の協働・連携



各施策・事業における評価結果のまとめ③

中項目 施策・事業名
評価
結果

権利擁護事業

虐待の早期発見・早期通報 ◎

法人後見及び市民後見の提供
体制の整備 ◎

介護給付適正
化事業

要介護・要支援認定の適正化 ◎

ケアプランの点検 ○

有料老人ホーム・サービス付
き高齢者住宅

△

福祉用具貸与・購入及び住宅
改修の点検 ◎
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大項目（重点事項）：多職種の協働・連携



各施策・事業における評価結果のまとめ④

中項目 施策・事業名
評価
結果

在宅サービスの提供体制の重点的な整備 ○

新しい形のサービスの基盤整備 ○

地域包括ケアシステムを支える人材の確保等 ◎

80

大項目（重点事項）：多機能施設の地域展開

大項目（重点事項）：地域共生社会の実現

中項目 施策・事業名
評価
結果

共生型サービスの推進 △

「多世代共生型拠点」の整備 △

包括的な支援体制のあり方の検討 ◎



各施策・事業における評価結果のまとめ⑤

0
0.5
1

1.5
2

2.5
3

介護予防・生活支援

サービス事業

健康増進事業と一体的

な介護予防事業の展開

一般介護予防事業

生活支援体制

整備事業等

評価結果・平均点

各施策・事業の評価を点数化（◎＝３点、○＝２点、△＝１点、×＝０点）し、
中項目ごとに平均点を算出してグラフ化。
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大項目（重点事項）：共に支え合う地域づくり



各施策・事業における評価結果のまとめ⑥

0
0.5
1

1.5
2

2.5
3

地域ケア会議推進事業

在宅医療・介護連携

推進事業

認知症総合支援事業

地域包括支援センター

運営事業
総合相談支援事業

権利擁護事業

介護給付適正化事業

評価結果・平均点

各施策・事業の評価を点数化（◎＝３点、○＝２点、△＝１点、×＝０点）し、
中項目ごとに平均点を算出してグラフ化。
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大項目（重点事項）：多職種の協働・連携



各施策・事業における評価結果のまとめ⑦

0

1

2

3

在宅サービスの提供体制の

重点的な整備

新しい形のサービスの

基盤整備

地域包括ケアシステムを

支える人材の確保等

評価結果・平均点

各施策・事業の評価を点数化（◎＝３点、○＝２点、△＝１点、×＝０点）し、
中項目ごとに平均点を算出してグラフ化。
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大項目（重点事項）：多機能施設の地域展開



各施策・事業における評価結果のまとめ⑧

大項目（重点事項）：地域共生社会の実現

0
0.5
1

1.5
2

2.5
3

共生型サービスの推進

「多世代共生型拠点」の

整備

包括的な支援体制の

あり方の検討

評価結果・平均点

各施策・事業の評価を点数化（◎＝３点、○＝２点、△＝１点、×＝０点）し、
中項目ごとに平均点を算出してグラフ化。
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桑 名 市
KUWANA CITY

Ⅵ . 計 画 の ア ウ トプ ット 評価
及 び ア ウ ト カ ム 評 価

桑名市地域包括ケア計画の進捗状況
及び実績評価(令和４年度・案)
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計画のアウトプット評価 ①

86

本計画に掲げる各個別事業のうち、高齢者の自立支援・重度化防止に資する事業について、事業実施によ
る事業量（計画のアウトプット評価）は、計画の進捗を総合的に把握するために重要です。
このため、桑名市は次のとおりアウトプット評価指標を設定し、計画進捗における事業量を把握します。

介護予防・日常生活支援総合事業に関する評価指標

【通所型サービスＡの加算算定事業所】

自立支援・社会参加促進、認知症対策等各種加算算定する事業所が増えることで、高齢者の介護予防・重度化防止につな
げます。

方向性 2021年度 2022年度 2023年度

通所型サービスＡの加算算定事業所（数） 17 17

【介護支援ボランティアの登録者数】

高齢者の社会参加及び地域力の拡大の観点でボランティア活動を推進していきます。

方向性 2021年度 2022年度 2023年度

介護支援ボランティアの登録者数（人） 398 391

介護予防・生活支援サービス事業や地域住民相互の支え合いにつながる事業総合事業についての評価指
標。



計画のアウトプット評価 ②

87

生活支援体制整備事業に関する評価指標

【生活支援コーディネーターが地域と協働し、新たに創出した地域資源の数】

これまでも、行ってきた「通いの場」や「生活支援サービス」の創出など、地域における支え合い体制づくりをさらに
「見える化」・創出します。

【就労的活動支援のマッチング数】

高齢者の自立支援・介護予防・生きがいづくりを推進するため、地域における社会的役割や参加・活動につなげていきま
す。

方向性 2021年度 2022年度 2023年度

就労的活動支援のマッチング数（件） 5 1

方向性 2021年度 2022年度 2023年度

生活支援コーディネーターが地域と協働し、新たに創出し
た地域資源の数（か所）

75 47

地域における支え合い体制づくりを推進する生活支援コーディネーターの活動や地域住民が主体となって
運営する「通いの場」や「生活支援サービス」等の創出についての評価指標。
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地域ケア会議推進事業に関する評価指標

【圏域会議などで話し合われた地域課題の数】

各種地域ケア会議等から表出された地域課題について、検討し改善策について話し合う機会を積み上げていくことを重視
します。

方向性 2021年度 2022年度 2023年度

圏域会議などで話し合われた地域課題の数（件） 9 14

各種地域ケア会議等の分析結果から地域課題について、検討し改善策について話し合う機会についての評
価指標。
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【認知症サポーター養成講座のステップアップ講座の開催回数】

認知症の方も自分らしく住み慣れた地域で過ごせるよう、認知症サポーター養成講座を受講した方に対して、認知症の方
への支援をブラッシュアップするための講座を進めていきます。

方向性 2021年度 2022年度 2023年度

認知症サポーター養成講座のステップアップ講座の開催回
数（回）

9 9

認知症総合支援事業に関する評価指標

認知症施策推進大綱における大きな２つの方向性である「共生」と「予防」を推進する事業についての評
価指標。

【チームオレンジに相当する活動】

チームオレンジの概念がはっきりとしていない中ではあるものの、地域で認知症の方を支援していく活動を推進していき
ます。

方向性 2021年度 2022年度 2023年度

チームオレンジに相当する活動（チーム数） 0 1
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その他介護予防に資する取組における評価指標

「桑名市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（いきいき・くわな）」の結果をもとに、地域包括支援相談
員により、閉じこもり等に関するリスクを抱え、支援につながっていない人への訪問等による状況把握及び
支援の取組についての評価指標。

【ニーズ調査から抽出した対象者に対し、訪問等により状況把握等できた割合】

閉じこもりに関するリスクを抱え、支援につながっていない人への訪問等による状況把握及び支援を継続的に推進します。

方向性 2021年度 2022年度 2023年度

ニーズ調査から抽出した対象者に対し、訪問等により状況
把握等できた割合（％）

99.6 99.3



計画のアウトカム評価 ①

各個別事業を推進した結果、市民や地域等に対してどのような効果・成果が上がったかを測ること（計画のアウ
トカム評価）は、計画の進捗を総合的に把握するために重要です。
このため、桑名市は次のとおりアウトカム評価指標を設定し、計画進捗に対する効果・成果を把握します。

高齢者の自立支援・重度化防止に関する評価指標（１）

【地域での活動（社会参画）の割合】

方向性 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

アンケートで「月１回以上参加した」と回答した方の
割合（％）

52.2 51.0 49.0

（出典）「桑名市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（いきいき・くわな）報告書」（桑名市）
※ 調査において、「ボランティア、スポーツ関係及び趣味関係のグループ、学習・教養サークル、老人クラブ、町内会・自治会、収入のある仕事」のいず
れかに月１回以上参加したと回答した方の割合。

【主観的健康観の高い高齢者の割合】

（出典）「桑名市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（いきいき・くわな）報告書」（桑名市）
※ 調査において、「現在のあなたの健康状態はいかがですか」との設問に対し、「とてもよい」又は「まあよい」と回答した方の割合。

方向性 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

アンケートで「とてもよい」等と回答した方の
割合（％）

81.8 78.8 78.8

91
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【認知症リスク高齢者の割合】

（出典）「桑名市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（いきいき・くわな）報告書」（桑名市）
※ 調査において、「物忘れが多いと感じますか」との設問に対し、「はい」と回答した方の割合。

方向性 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

アンケートで「はい」と回答した方の割合（％） 39.7 42.2 42.2

【閉じこもりリスク高齢者の割合】

（出典）「桑名市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（いきいき・くわな）報告書」（桑名市）
※ 調査において、「週に１回以上は外出していますか」との設問に対し、「ほとんど外出していない」又は「週１回」と回答した方の割合。

方向性 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

アンケートで「ほとんど外出していない」等と回答
した方の割合（％）

20.1 19.1 18.8

高齢者の自立支援・重度化防止に関する評価指標（２）

【IADL（手段的日常生活動作）低下者の割合】

（出典）「桑名市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（いきいき・くわな）報告書」（桑名市）
※ 調査において、「バスや電車を使って１人で外出していますか」等の設問からIADL（手段的日常生活動作）低下者とした評価した方の割合。

方向性 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

アンケートから「IADL低下者」として評価した方
の割合（％）

5.7 6.3 6.3



計画のアウトカム評価 ③

93

高齢者の自立支援・重度化防止に関する評価指標（３）

【要支援認定率・要介護認定率】

方
向
性

2020(2)年度 2021(3)年度 2022(4)年度 2023(5)年度

桑名市
（参考）

三重県
（参考）

全国 桑名市
（参考）

三重県
（参考）

全国 桑名市
（参考）

三重県
（参考）

全国 桑名市
（参考）

三重県
（参考）

全国

要支援認定
率（％）

3.1 4.9 5.3 3.2 4.9 5.4 3.6 5.1 5.4

要介護認定
率（％）

10.9 14.1 13.6 11.2 14.2 13.8 11.4 14.3 14.0

認定率計
（％）

14.1 19.0 18.9 14.5 19.1 19.2 15.0 19.4 19.4

（出典）「介護保険事業状況報告」（厚生労働省）、桑名市保健福祉部介護高齢課資料
※ 要支援・要介護認定率は、第１号被保険者数に対する要介護・要支援認定者数（第2号被保険者の認定者数を含む）の割合。（各年9月30日現在）
※ 基本チェックリスト該当判定率は、第１号被保険者数に対する基本チェックリスト該当判定者数の割合。（各年9月30日現在）

（参考）桑名市の要支援・要介護認定者数等

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

要支援認定者数（人） 1,173 1,216 1,367

要介護認定者数（人） 4,097 4,244 4,313

第１号被保険者数（人） 37,505 37,756 37,902

基本チェックリスト該当
判定者数（人）

41 40 45

基本チェックリスト該当
判定率（％）

0.11 0.11 0.12
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【要支援・要介護度の改善度】

要介護（要支援）認定を受けた方のうち１年後に要介護（要支援）度が改善した方の人数を追跡調査し、その改善した方
の割合を算出した上で、この割合が上昇することを目指します。

方向性
2019年度
⇒2020年度

2020年度
⇒2021年度

2021年度
⇒2022年度

2022年度
⇒2023年度

要支援・要介護の改善度（％） 9.6 8.5 8.9

（出典）桑名市保健福祉部介護高齢課資料
※ 各年度9月30日時点の要介護（要支援）認定者数のうち、その翌年度の9月30日時点で要介護（要支援）度が改善された方の人数を把握し、その人数が
従前の要介護（要支援）認定者数に占める割合を算出。
・要支援・要介護の改善度(%)＝（翌年度に要介護（要支援）度が改善された人数）／（調査の母集団（要介護（要支援）認定者数））×100

※ この算出にあたっては便宜上、調査の母集団から以下の方を除いて算出していることに留意。
・期間中死亡等により資格を喪失した方を除く。 ・更新申請がなかった方（基本チェックリスト該当判定へ移行した方を含む）を除く。

高齢者の自立支援・重度化防止に関する評価指標（４）

【介護が必要になっても住み慣れた地域で暮らし続けられると感じる割合】

方向性 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

アンケートで「感じる」と回答した方の割合（％） 53.9 53.9 53.4

（出典）「桑名市日常生活圏域ニーズ調査（いきいき・くわな）報告書」（桑名市）
※ 調査において、「介護が必要になっても、医療、介護サービスを受けながら住み慣れた地域で暮らし続けられると感じますか」との設問に対し、「とて
も感じる」又は「まあまあ感じる」と回答した方の割合。
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【ケアプラン点検を実施した居宅介護支援事業所で自主点検に取り組もうとする割合】

ケアプラン点検を受けた事業所内で自主的な点検・研修に取り組みが進むことを目指します。

方向性 2021年度 2022年度 2023年度

ケアプラン点検を実施した居宅介護支援事業所で自
主点検に取り組もうとする割合（％）

80 79

介護給付適正化事業に関する評価指標

要介護（支援）者に対するリハビリテーションに関する評価指標

【通所型・訪問型サービスＣ（短期集中予防サービス）の利用者数及び短期集中（個別）リハビリ
テーションの実施加算算定者数の増加】

短期間で集中的にサービスの提供を行うことで、高齢者の自立支援の促進を目指します。

方向性 2021年度 2022年度 2023年度

通所型・訪問型サービスＣ（短期集中予防サービ
ス）の利用者数及び短期集中（個別）リハビリテー
ションの実施加算算定者数の増加（人）

486 695

※短期集中（個別）リハビリテーションの実施加算算定者数の実績については、現時点で把握可能な最新の実績。


